
  
研研
究究
ノノ
ーー
トト  

  
基
本
展
示
「
日
本
の
あ
ゆ
み
」
に
関
連
す
る
所
蔵
資
料
の
基
礎
的
な 

調
査
研
究
に
つ
い
て 

大 

澤 

武 

彦 
 
 

  

一一
．．
はは
じじ
めめ
にに  

  

  

国
立
公
文
書
館
（
以
下
「
館
」
と
い
う
。）
は
、
所
蔵
す
る
特
定
歴
史
公
文
書
等
の
利

用
促
進
の
取
組
と
し
て
、
特
別
展
・
企
画
展
・
常
設
展
・
館
外
展
・
デ
ジ
タ
ル
展
示
な

ど
を
行
っ
て
い
る
。 

平
成
二
六
年
度
か
ら
は
、
東
京
本
館
に
お
い
て
、
近
代
以
降
の
歴
史
的
な
事
象
に
関

す
る
所
蔵
資
料
（
複
製
）
を
展
示
す
る
「
基
本
展
示
『
日
本
の
あ
ゆ
み
』」（
以
下
「
日

本
の
あ
ゆ
み
」
と
い
う
。）
を
実
施
し
て
き
た
１

。
令
和
三
年
度
か
ら
は
、
特
別
展
や
企

画
展
の
開
催
に
関
わ
ら
ず
、「
日
本
の
あ
ゆ
み
」
を
常
設
と
し
、
来
館
者
が
常
時
観
覧
で

き
る
よ
う
に
し
た
２

。
ま
た
、
令
和
二
年
度
と
令
和
三
年
度
に
は
、
展
示
資
料
の
見
直
し

を
実
施
し
た
３

。「
日
本
の
あ
ゆ
み
」
で
現
在
紹
介
し
て
い
る
歴
史
的
事
象
（
以
下
、
次

頁
、
表
１
に
即
し
て
「
項
目
」
と
い
う
。）
に
関
す
る
展
示
資
料
は
、
表
１
の
と
お
り
、

日
本
国
憲
法
の
ほ
か
、
二
三
件
の
資
料
で
あ
る
４

。 

他
方
、
内
閣
府
は
、
平
成
二
六
年
五
月
か
ら
、「
日
本
国
憲
法
を
始
め
と
す
る
重
要
な

歴
史
公
文
書
等
の
保
存
・
利
用
を
担
う
国
立
公
文
書
館
の
機
能
・
施
設
の
在
り
方
に
つ

い
て
、
国
民
や
利
用
者
の
視
点
、
総
合
性
、
効
率
性
等
の
観
点
か
ら
、
幅
広
く
調
査
検

討
」
５

を
開
始
し
、
そ
の
調
査
検
討
の
結
果
６

を
踏
ま
え
、「
新
た
な
国
立
公
文
書
館
建
設

に
関
す
る
基
本
計
画
」（
平
成
三
〇
年
三
月
三
〇
日
内
閣
府
特
命
担
当
大
臣
決
定
）
７

を

策
定
し
た
。
同
計
画
に
よ
る
と
、
新
た
な
国
立
公
文
書
館
の
「
②
基
本
的
な
機
能
」
の

一
つ
で
あ
る
「
ア 

展
示
・
学
習
」
に
つ
い
て
は
、
次
の
よ
う
に
記
さ
れ
て
い
る
。 

 

 

具
体
的
に
は
、日
本
国
憲
法
等
の
象
徴
的
な
文
書
等
の
展
示（
シ
ン
ボ
ル
展
示
）、

我
が
国
の
歩
み
や
公
文
書
管
理
の
意
義
を
伝
え
る
展
示
（
常
設
展
示
）
を
行
う
と

と
も
に
、
幅
広
い
層
が
繰
り
返
し
訪
れ
る
機
会
と
し
て
、
年
に
数
回
程
度
、
多
様

な
切
り
口
か
ら
我
が
国
の
歴
史
・
文
化
等
を
伝
え
る
展
示
（
企
画
展
示
）
を
行
う

（
下
線
は
引
用
者
に
よ
る
）。 

   
ま
た
、
内
閣
府
は
令
和
三
年
七
月
か
ら
、「
魅
力
あ
る
新
国
立
公
文
書
館
の
展
示
・
運

営
の
在
り
方
に
関
す
る
検
討
会
」を
設
置
し
、「
新
た
な
国
立
公
文
書
館
に
お
け
る
展
示
・

運
営
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
デ
ジ
タ
ル
技
術
の
活
用
と
と
も
に
、
国
民
の
視
点
を
取
り

入
れ
な
が
ら
、
具
体
的
か
つ
実
務
的
な
調
査
検
討
」
８

を
開
始
し
て
い
る
９

。  

館
は
、
こ
れ
ら
を
踏
ま
え
、
令
和
四
年
度
の
事
業
計
画
に
お
い
て
、「
イ 

調
査
研
究
」

二
四

基
本
展
示
「
日
本
の
あ
ゆ
み
」
に
関
連
す
る
所
蔵
資
料
の
基
礎
的
な
調
査
研
究
に
つ
い
て

『
北
の
丸
』
第
56
号　
　



の
ⅰ
）
の
項
目
に
お
い
て
、「
内
閣
府
に
お
け
る
検
討
状
況
も
踏
ま
え
な
が
ら
、
新
た
な

国
立
公
文
書
館
に
お
け
る
展
示
・
学
習
・
運
営
等
に
関
す
る
調
査
研
究
を
実
施
す

る
」
10

と
し
た
。 

そ
こ
で
、
統
括
公
文
書
専
門
官
（
総
括
等
担
当
）
の
調
査
研
究
担
当
で
は
、
令
和
四

年
度
か
ら
令
和
五
年
度
に
か
け
て
、
新
館
で
の
展
示
（
常
設
展
示
・
シ
ン
ボ
ル
展
示
）

の
検
討
に
資
す
る
た
め
、「
日
本
の
あ
ゆ
み
」
に
関
連
す
る
所
蔵
資
料
の
基
礎
的
な
調
査

研
究
を
行
っ
た
。
筆
者
は
、
調
査
研
究
担
当
と
し
て
、
本
調
査
研
究
に
携
わ
っ
た
11

。 

本
稿
は
、
本
調
査
研
究
の
概
要
を
紹
介
す
る
も
の
で
あ
る
。
具
体
的
に
は
、
ま
ず
、

調
査
の
方
法
や
資
料
を
選
ぶ
際
の
基
本
的
考
え
方
に
つ
い
て
説
明
す
る
。
次
に
、
取
り

ま
と
め
た
成
果
の
一
端
と
し
て
、「
日
本
の
あ
ゆ
み
」で
取
り
上
げ
て
い
る
項
目
の
う
ち
、

三
件
に
つ
い
て
関
連
資
料
等
を
紹
介
す
る
。
最
後
に
、
成
果
と
課
題
に
つ
い
て
、
述
べ

る
こ
と
と
す
る
。 

 

二二
．．
調調
査査
研研
究究
のの
概概
要要  

  

二二
．．
一一  

調調
査査
のの
方方
法法
及及
びび
基基
本本
的的
考考
ええ
方方  

本
調
査
研
究
で
は
、「
国
立
公
文
書
館
デ
ジ
タ
ル
ア
ー
カ
イ
ブ
」（
以
下
「DA

」
と
い

う
。）
の
検
索
を
活
用
す
る
こ
と
と
し
た
。
ま
ず
、「
日
本
の
あ
ゆ
み
」
の
日
本
国
憲
法

及
び
二
三
件
の
資
料
そ
れ
自
体
の
名
称
（
簿
冊
標
題
等
）
及
び
そ
の
「
関
連
語
」
で
検

索
し
た
。
こ
こ
で
言
う
「
関
連
語
」
と
は
、「
項
目
」
の
言
い
換
え
語
と
そ
の
関
連
す
る

キ
ー
ワ
ー
ド
の
こ
と
で
あ
る
。
例
え
ば
、
項
目
が
「
江
戸
か
ら
東
京
へ
」
の
場
合
、「
遷

都
」
や
「
東
幸
」（
東
京
行
幸
の
こ
と
）
な
ど
が
、「
関
連
語
」
に
当
た
る
。 

ま
た
、「
項
目
」
と
「
資
料
名
」
に
関
連
す
る
研
究
書
や
以
前
に
館
で
実
施
し
た
特
別

展
や
企
画
展
の
図
録
等
で
紹
介
さ
れ
て
い
る
資
料
も
参
考
と
し
た
。 

こ
れ
ら
を
踏
ま
え
る
と
と
も
に
、
次
の
二
つ
の
基
本
的
な
考
え
方
に
よ
り
、
概
要
（
解

表１ 「日本のあゆみ」展示資料 

項項目目 資資料料名名 年年 資資料料／／資資料料群群名名 請請求求番番号号

1  江戸から東京へ 江戸ヲ東京ト称ス 慶応4 太政類典 太00001100

2  新橋横浜間鉄道開業 公文附属の図・五号 新橋横浜間鉄道之図 明治5 公文附属の図 附Ａ00005100

3  民撰議院設立建白書（序文） 民撰議院設立建白書（序文） 明治7 上書建白書 建00012100

4  国会開設の勅諭 公文附属の図・勅語類・（一五）国会開設之勅諭 明治14 公文附属の図 附Ａ00304115

5  大日本帝国憲法 大日本帝国憲法 明治22 御署名原本 御00284100

6  教育勅語 教育勅語 明治23 文部科学省移管文書 平２５文科00001100

7  日清講和条約 日清両国媾和条約別約 明治28 御署名原本 御02085100

8  日露講和条約 日露両国講和条約及追加約款 明治38 御署名原本 御06427100

9  関東大震災 帝都復興ニ関スル件 大正12 御署名原本 御14039100

10  普通選挙法 衆議院議員選挙法改正法律 大正14 公文類聚 類01522100

11  二・二六事件 一定ノ地域ニ戒厳令中必要ノ規定ヲ適用ス 昭和11 公文類聚 類01993100

12  宣戦の詔書 米国及英国ニ対スル宣戦ノ件 昭和16 御署名原本 御24374100

13  終戦の詔書 大東亜戦争終結ニ関スル詔書 昭和20 御署名原本 御28610100

 日本国憲法 日本国憲法 昭和21 御署名原本 御30168100

14  女性参政権の実現 衆議院議員選挙法中改正法律 昭和20 御署名原本 御28670100

15  農地改革 自作農創設特別措置法を定める 昭和21 公文類聚 類03018100

16  教育基本法 教育基本法 昭和22 御署名原本 御30221100

17  ユネスコ加盟 国際連合教育科学文化機関加入に関する件 昭和25 公文類聚 類03518100

18  サンフランシスコ平和条約 日本国との平和条約及び関係文書 昭和27 御署名原本 御34667100

19  国民所得倍増計画 国民所得倍増計画について 昭和35 内閣公文 平１１総02714100

20  東京オリンピックに向けて
オリンピツク東京大会の準備等のために必要な特別措置に関
する法律

昭和36 御署名原本 御39564100

21  沖縄返還
琉球諸島及び大東諸島に関する日本国とアメリカ合衆国との
間の協定

昭和47 御署名原本 御46224100

22  国鉄民営化 行政改革に関する第３次答申　－基本答申－ 昭和57 第二次臨時行政調査会答申 平２５環境00001100

23  平成の書 平成（元号）の書 昭和64 寄贈・寄託文書 寄贈02111100

二
五

基
本
展
示
「
日
本
の
あ
ゆ
み
」
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関
連
す
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資
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基
礎
的
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調
査
研
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に
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い
て
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項項目目  資資料料名名  年年月月日日  資資料料群群名名  請請求求番番号号  

江⼾から東京へ 江⼾ヲ東京ト称ス 
明 治 １ 年 ７
月 17 日 

太政類典 太 00001100 

表表  ２２  「「江江⼾⼾かからら東東京京へへ」」  展展示示資資料料  

NNoo..  資資料料名名  年年月月日日  資資料料群群名名  請請求求番番号号  
(１) 

参与大久保利通遷都ノ議ヲ上ル 
明治１年１

月 25 日 
太政類典 太 00013100 

(２) 福岡孝弟意見書写（復古記 巻７２） ― 内閣文庫 141-0147 
(３) 勅書写（復古記 巻１０１） ― 内閣文庫 141-0147 
(４) 江⼾ヲ東京ト改メ城中ニ鎮将府ヲ置キ

⺠政裁判所ヲ会計局ト改称ス 
明治１年８

月 8 日 
太政類典 太 00016100 

(５) 
江⼾ヲ東京ト改称并天⻑節被仰出候ニ
付受書差出 

明治１年 公文録 公 00019100 

(６) 車駕東京ニ至ル大総督熾仁親王鎮将三
条実美東京府知事烏丸光徳等品川ニ奉
迎シ三等官以上及ヒ諸侯ハ坂下門外ニ
奉迎ス是日江⼾城ヲ以テ東幸ノ皇居ト
為シ改メテ東京城ト称ス 

明治１年 10
月 13 日 

太政類典 太 00050100 

(７) 江⼾ヲ改メテ東京ト称セラルヽニ依リ
地図書籍等総テ東京ト記セシム 

明治１年 11
月 

太政類典 太 00038100 

(８) 東京城御発輦廿二日京都御着輦御道中
記事 

明治１年 12
月 8 日 

太政類典 太 00050100 

(９) 
東京再幸三月上旬ト定ム 

明治２年１
月 24 日 

太政類典草稿 太草 00053100 

(10) 
東幸発輦鹵簿ヲ定ム 

明 治 ２ 年 ３
月 7 日 

太政類典 太 00051100 

 

表表  ３３  「「江江⼾⼾かからら東東京京へへ」」  関関連連資資料料一一覧覧  

太政類典 

注）「展示資料」及び「関連資料一覧」の「年月日」は国立公文書館デジタルアーカイブ上の「作成年月
日」の表記に基づいている。 

太草 00053100 

明治 1 年 5
月 

説
）
作
成
の
対
象
と
す
る
資
料
を
、
各
項
目
、
一
〇
件
程
度
に
絞
り
込
ん
だ
。
第
一
に
、

「
日
本
の
あ
ゆ
み
」
で
紹
介
さ
れ
て
い
る
資
料
の
多
く
が
「
項
目
」
と
密
接
に
関
連
す

る
政
策
決
定
の
最
終
段
階
の
も
の
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
て
、そ
こ
に
至
る
ま
で
の「
過

程
」
に
あ
た
る
歴
史
的
事
象
に
関
す
る
資
料
を
選
ぶ
こ
と
と
し
た
。
第
二
に
、「
日
本
の

あ
ゆ
み
」
で
紹
介
さ
れ
て
い
る
資
料
に
示
さ
れ
る
歴
史
的
事
象
の
、
そ
の
後
の
「
経
過
」

に
あ
た
る
も
の
に
関
す
る
資
料
も
選
ぶ
こ
と
と
し
た
。 

こ
の
よ
う
に
選
ん
だ
資
料
に
つ
い
て
、
一
件
ず
つ
、
可
能
な
限
り
簡
潔
に
概
要
（
解

説
）
を
作
成
し
た
。 

成
果
を
と
り
ま
と
め
る
際
に
は
、
各
「
項
目
」
に
つ
い
て
、
ま
ず
、「
日
本
の
あ
ゆ
み
」

で
現
在
展
示
し
て
い
る
資
料
の
名
称
や
請
求
番
号
な
ど
の
基
本
的
な
情
報
の
ほ
か
、
基

本
展
示
に
お
け
る
解
説
文
を
記
載
す
る
こ
と
と
し
た
（「『
基
本
展
示
』
に
お
け
る
展
示

資
料
」）。
次
に
、
当
該
「
項
目
」
に
関
連
す
る
館
所
蔵
資
料
一
〇
件
程
度
に
つ
い
て
、

名
称
や
請
求
番
号
な
ど
の
基
本
的
な
情
報
を
記
載
し
た
一
覧
を
示
す
こ
と
と
し
た（「
関

連
資
料
一
覧
」）。
そ
し
て
、
各
資
料
に
つ
い
て
簡
潔
な
解
説
（「
関
連
資
料
の
概
要
」）

を
記
す
こ
と
と
し
た
。 

次
節
（
二
．
二
）
以
降
で
は
、
取
り
ま
と
め
た
成
果
か
ら
、
「
江
戸
か
ら
東
京
へ
」
、

「
普
通
選
挙
法
」
及
び
「
国
民
所
得
倍
増
計
画
」
の
三
件
に
つ
い
て
、
紹
介
す
る
。
な

お
、
全
て
の
項
目
の
「
関
連
資
料
一
覧
」
は
本
稿
末
尾
に
掲
載
し
て
い
る
。 

  

二二
．．
二二  

「「
江江
戸戸
かか
らら
東東
京京
へへ
」」  

  

二二
．．
二二
．．
一一  

展展
示示
資資
料料  

基
本
展
示
で
は
、
現
在
、「
江
戸
ヲ
東
京
ト
称
ス
」（
太00001100

）
を
、
次
の
解
説

を
付
し
て
、
展
示
し
て
い
る
。 

慶
応
四
年
七
月
一
七
日
、「
江
戸
を
東
京
と
称
す
」
と
の
詔
書
（
天
皇
が
発
す
る

公
文
書
）
が
出
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
詔
書
に
よ
り
、
江
戸
は
、
天
皇
が
直
接
赴
か

れ
、
政
治
を
指
導
さ
れ
る
「
東
国
第
一
の
大
鎮
（
大
都
会
）」
と
し
て
位
置
付
け
ら

れ
、「
東
京
」
と
称
す
る
こ
と
が
定
め
ら
れ
ま
し
た
。 

  

二二
．．
二二
．．
二二  

関関
連連
資資
料料
一一
覧覧  

「
江
戸
か
ら
東
京
へ
」
に
つ
い
て
、
現
在
の
「
基
本
展
示
」
に
お
け
る
展
示
資
料
の

ほ
か
に
、
展
示
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
資
料
は
、
次
頁
、
表
３
の
と
お
り
。 

 二二
．．
二二
．．
三三  

関関
連連
資資
料料
のの
概概
要要  

（
１
）
は
、
大
久
保
利
通
が
作
成
し
た
大
坂
遷
都
の
建
白
書
の
写
し
で
あ
る
。
大
久

保
利
通
が
旧
来
か
ら
の
政
治
を
一
新
す
る
に
あ
た
り
、
可
能
な
限
り
早
急
に
遷
都
の
方

針
を
確
定
す
る
こ
と
を
主
張
し
た
も
の
で
あ
る
。（
１
）
の
中
で
、
大
久
保
は
具
体
的
な

遷
都
先
と
し
て
大
坂
を
あ
げ
て
い
る
が
、
当
時
は
（
１
）
以
外
に
も
遷
都
に
関
し
て
多

く
の
意
見
が
主
張
さ
れ
て
い
る
。 

（
２
）
は
、
慶
応
四
年
（
一
八
六
八
）
閏
四
月
一
二
日
付
の
福
岡
孝
弟
（
土
佐
藩
士
。

当
時
は
明
治
政
府
の
参
与
）
が
作
成
し
た
遷
都
に
つ
い
て
の
意
見
書
の
写
し
で
あ
る
。

福
岡
は
、
意
見
書
の
中
で
、
慶
応
四
年
四
月
二
一
日
に
江
戸
城
が
明
治
政
府
に
引
き
渡

さ
れ
た
後
の
江
戸
の
処
置
に
つ
い
て
、
江
戸
を
明
治
天
皇
が
行
幸
す
る
「
東
都
（
東
の

京
都
）」
と
す
る
こ
と
を
主
張
し
た
。 

 

二
六

基
本
展
示
「
日
本
の
あ
ゆ
み
」
に
関
連
す
る
所
蔵
資
料
の
基
礎
的
な
調
査
研
究
に
つ
い
て

『
北
の
丸
』
第
56
号　
　



 

項項目目  資資料料名名  年年月月日日  資資料料群群名名  請請求求番番号号  

江⼾から東京へ 江⼾ヲ東京ト称ス 
明 治 １ 年 ７
月 17 日 

太政類典 太 00001100 

表表  ２２  「「江江⼾⼾かからら東東京京へへ」」  展展示示資資料料  

NNoo..  資資料料名名  年年月月日日  資資料料群群名名  請請求求番番号号  
(１) 

参与大久保利通遷都ノ議ヲ上ル 
明治１年１

月 25 日 
太政類典 太 00013100 

(２) 福岡孝弟意見書写（復古記 巻７２） ― 内閣文庫 141-0147 
(３) 勅書写（復古記 巻１０１） ― 内閣文庫 141-0147 
(４) 江⼾ヲ東京ト改メ城中ニ鎮将府ヲ置キ

⺠政裁判所ヲ会計局ト改称ス 
明治１年８

月 8 日 
太政類典 太 00016100 

(５) 
江⼾ヲ東京ト改称并天⻑節被仰出候ニ
付受書差出 

明治１年 公文録 公 00019100 

(６) 車駕東京ニ至ル大総督熾仁親王鎮将三
条実美東京府知事烏丸光徳等品川ニ奉
迎シ三等官以上及ヒ諸侯ハ坂下門外ニ
奉迎ス是日江⼾城ヲ以テ東幸ノ皇居ト
為シ改メテ東京城ト称ス 

明治１年 10
月 13 日 

太政類典 太 00050100 

(７) 江⼾ヲ改メテ東京ト称セラルヽニ依リ
地図書籍等総テ東京ト記セシム 

明治１年 11
月 

太政類典 太 00038100 

(８) 東京城御発輦廿二日京都御着輦御道中
記事 

明治１年 12
月 8 日 

太政類典 太 00050100 

(９) 
東京再幸三月上旬ト定ム 

明治２年１
月 24 日 

太政類典草稿 太草 00053100 

(10) 
東幸発輦鹵簿ヲ定ム 

明 治 ２ 年 ３
月 7 日 

太政類典 太 00051100 

 

表表  ３３  「「江江⼾⼾かからら東東京京へへ」」  関関連連資資料料一一覧覧  

太政類典 

注）「展示資料」及び「関連資料一覧」の「年月日」は国立公文書館デジタルアーカイブ上の「作成年月
日」の表記に基づいている。 

太草 00053100 

明治 1 年 5
月 

二
七

基
本
展
示
「
日
本
の
あ
ゆ
み
」
に
関
連
す
る
所
蔵
資
料
の
基
礎
的
な
調
査
研
究
に
つ
い
て

『
北
の
丸
』
第
56
号　
　



 

項項目目  資資料料名名  年年月月日日  資資料料群群名名  請請求求番番号号  

普通選挙法 
衆議院議員選挙法改正法
律 

大 正 14 年
（1925）年 

公文類聚 類 0152210 

表表  ４４  「「普普通通選選挙挙法法」」  展展示示資資料料  

NNoo..  資資料料名名  年年月月日日  資資料料群群名名  請請求求番番号号  
(１) 任内閣総理大臣 子爵加藤高明・依

願免本官 内閣総理大臣 子爵清浦
奎吾 

大正 13 年６
月 11 日 

公文別録 別 00223100 

(２) 衆議院議員選挙法改正法律案帝国議
会ニ提出ノ件（普選案） 

大正 13 年 12
月 16 日 

枢密院関係文書 枢Ａ00071100 

(３) 衆議院議員選挙法改正法律案帝国議
会ヘ提出ノ件 

大正 14 年 枢密院関係文書 枢Ｃ00028100 

(４) 
 

衆議院議員選挙法改正法律案帝国議
会ヘ提出ノ件 

大正 14 年 枢密院関係文書 枢Ｄ00559100 

(５) 衆議院議員選挙法改正法律案帝国議
会ヘ提出ノ件 

大正 14 年 枢密院関係文書 枢Ｆ00661100 

(６) 衆議院議員選挙法改正法律案帝国議
会ヘ提出ノ件 

大正 14 年 枢密院関係文書 枢Ｆ00661200 

(７) 
治安維持法 

大正 14 年 4 月
21 日 

公文類聚 類 01554100 

(８) 帝国議会ニ於テ修正ヲ加ヘタル衆議
院議員選挙法改正法律案 

大正 14 年 枢密院関係文書 枢Ｄ00566100 

(９) 帝国議会ニ於テ修正ヲ加ヘタル衆議
院議員選挙法改正法律案 

大正 14 年 枢密院関係文書 枢Ｆ00669100 

(10) 衆議院議員総選挙・御署名原本・昭
和三年・詔書一月二一日 

昭和３年 1 月
21 日 

御署名原本 御 16558100 

 

表表  ５５  「「普普通通選選挙挙法法」」  関関連連資資料料一一覧覧  

大正 14 年 

大正 14 年 

12 

別 00223100 

大正 14 年 

大正 14 年 4 月
21 日 

昭和 3 年 1 月
21 日 

（
３
）
は
、
慶
応
四
年
六
月
一
九
日
付
の
木
戸
孝
允
（
参
与
）
と
大
木
喬
任
（
軍
務

官
判
事
）
へ
宛
て
た
勅
書
の
写
し
で
あ
る
。
江
戸
を
「
東
京
」
と
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、

速
や
か
に
江
戸
へ
行
っ
て
有
栖
川
宮
熾
仁
親
王
（
東
征
大
総
督
）
と
三
条
実
美
（
右
大

臣
・
輔
相
。
輔
相
は
当
時
の
政
府
機
関
の
う
ち
行
政
官
の
長
）
と
評
議
し
、
そ
の
結
果

を
報
告
す
る
よ
う
に
命
じ
た
も
の
で
あ
る
。 

（
４
）
は
、
明
治
政
府
の
布
告
の
写
し
で
あ
る
。
江
戸
を
東
京
と
改
称
し
た
こ
と
に

あ
た
り
、
江
戸
城
に
鎮
将
府
を
設
置
し
、
民
政
裁
判
所
を
会
計
局
と
改
め
る
こ
と
を
通

達
し
た
も
の
で
あ
る
。
鎮
将
府
は
、
そ
れ
ま
で
の
江
戸
鎮
台
に
替
わ
っ
て
設
置
さ
れ
た

明
治
政
府
の
「
東
国
」
の
軍
政
機
関
で
、
民
政
裁
判
所
は
、
江
戸
鎮
台
の
中
で
会
計
を

司
る
機
関
で
あ
っ
た
。 

（
５
）
は
、
江
戸
か
ら
東
京
へ
改
称
し
た
後
に
、
明
治
天
皇
が
東
京
に
行
幸
（「
御
親

臨
」）
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
一
橋
徳
川
家
家
臣
の
岩
崎
亮
之
輔
と
須
賀
源
八
郎
が
承
知

し
た
旨
を
八
月
一
八
日
に
明
治
政
府
へ
伝
え
た
も
の
で
あ
る
。
資
料
で
は
、
江
戸
か
ら

東
京
へ
の
改
称
の
理
由
と
し
て
「
海
内
一
家
・
東
西
同
視
」、
天
皇
の
「
東
幸
」（
東
京

行
幸
の
こ
と
）
の
理
由
と
し
て
長
岡
戦
争
・
会
津
戦
争
の
勃
発
に
よ
る
「
東
国
」
の
人

民
の
慰
撫
が
あ
げ
ら
れ
て
い
る
。 

（
６
）
は
、
明
治
天
皇
の
「
東
幸
」
に
関
す
る
資
料
で
、『
復
古
記
』
や
行
政
官
の
布

告
な
ど
複
数
の
資
料
の
写
し
が
収
録
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
明
治
元
年
（
一
八
六
八
）

九
月
二
〇
日
に
京
都
を
出
発
し
た
明
治
天
皇
が
、
一
〇
月
一
三
日
に
東
京
へ
到
着
し
、

こ
の
日
を
も
っ
て
江
戸
城
を
行
幸
の
時
に
滞
在
す
る
「
皇
居
」
と
し
て
東
京
城
と
改
称

し
て
い
る
。 

（
７
）
は
、
明
治
元
年
の
東
京
府
の
布
達
の
写
し
で
あ
る
。
江
戸
を
東
京
と
改
称
し

た
た
め
、
地
図
や
書
籍
な
ど
に
記
載
さ
れ
て
い
る
「
江
戸
」
の
地
名
を
東
京
と
改
め
る

よ
う
に
命
じ
、
そ
の
こ
と
を
江
戸
市
中
に
知
ら
せ
る
よ
う
、
各
番
組
の
世
話
掛
や
町
名

主
に
対
し
て
命
じ
た
も
の
で
あ
る
。 

（
８
）
に
は
、
明
治
天
皇
が
明
治
元
年
一
二
月
八
日
に
東
京
を
出
発
し
て
か
ら
同
年

一
二
月
二
二
日
に
京
都
へ
到
着
す
る
ま
で
に
通
過
し
た
地
、
訪
問
者
、
献
上
品
等
が
日

ご
と
に
記
さ
れ
て
い
る
。「
江
戸
ヲ
東
京
ト
称
ス
」
が
出
さ
れ
、
明
治
元
年
一
〇
月
に
天

皇
は
東
京
へ
行
幸
す
る
が
、
そ
の
後
に
往
路
と
同
じ
く
東
海
道
を
通
っ
て
京
都
へ
帰
っ

て
い
る
（「
還
幸
」）。（
８
）
は
、「
江
戸
ヲ
東
京
ト
称
ス
」
が
出
さ
れ
た
後
の
「
還
幸
」

を
示
す
資
料
で
あ
る
。 

（
９
）
は
、
明
治
政
府
の
布
告
の
写
し
で
あ
る
。
内
容
は
、
明
治
天
皇
が
明
治
二
年

三
月
上
旬
に
東
京
へ
再
び
行
幸
す
る
こ
と
（「
再
幸
」）
を
通
達
し
て
い
る
。（
９
）
の
中

で
、
前
年
の
「
還
幸
」
の
際
に
、
伊
勢
神
宮
へ
の
参
拝
と
東
京
へ
の
再
幸
の
予
定
が
あ

り
、
こ
れ
を
受
け
て
（
９
）
を
布
告
し
た
こ
と
が
記
さ
れ
て
い
る
。 

(

10)

は
、(

９)

で
通
達
し
た
と
お
り
、
明
治
天
皇
が
明
治
二
年
三
月
七
日
に
京
都
を

出
発
し
、
東
海
道
を
通
っ
て
三
月
二
八
日
に
東
京
へ
到
着
す
る
ま
で
を
記
録
し
た
も
の
で

あ
る
。
鹵
簿
は
行
幸
の
編
成
の
こ
と
で
、
資
料
の
前
半
は
車
列
の
詳
細
が
、
後
半
は
東
京

ま
で
の
経
路
（
途
中
、
伊
勢
神
宮
参
拝
等)

、
訪
問
者
、
献
上
品
等
が
日
ご
と
に
記
さ
れ

る
。
な
お
、
三
月
二
八
日
以
降
、
明
治
天
皇
が
京
都
へ
帰
還
す
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。 

 

二二
．．
三三  

「「
普普
通通
選選
挙挙
法法
」」  

  

二二
．．
三三
．．
一一  

展展
示示
資資
料料  

 

基
本
展
示
で
は
、
現
在
、「
衆
議
院
議
員
選
挙
法
改
正
法
律
」（
類

0152210

）

を
、
次
の
解
説
を
付
し
て
展
示
し
て
い
る
。 

大
正
一
四
年
の
衆
議
院
議
員
選
挙
法
改
正
に
よ
り
、
選
挙
人
資
格
か
ら
納

税
要
件
が
撤
廃
さ
れ
、
満
二
五
歳
以
上
の
男
子
に
選
挙
権
が
与
え
ら
れ
ま
し

た
。
第
五
〇
回
帝
国
議
会
に
は
、
本
選
挙
法
改
正
法
律
案
と
と
も
に
治
安
維

持
法
も
提
出
さ
れ
、
同
年
成
立
し
ま
し
た
。  

二
八

基
本
展
示
「
日
本
の
あ
ゆ
み
」
に
関
連
す
る
所
蔵
資
料
の
基
礎
的
な
調
査
研
究
に
つ
い
て

『
北
の
丸
』
第
56
号　
　



 

項項目目  資資料料名名  年年月月日日  資資料料群群名名  請請求求番番号号  

普通選挙法 
衆議院議員選挙法改正法
律 

大 正 14 年
（1925）年 

公文類聚 類 0152210 

表表  ４４  「「普普通通選選挙挙法法」」  展展示示資資料料  

NNoo..  資資料料名名  年年月月日日  資資料料群群名名  請請求求番番号号  
(１) 任内閣総理大臣 子爵加藤高明・依

願免本官 内閣総理大臣 子爵清浦
奎吾 

大正 13 年６
月 11 日 

公文別録 別 00223100 

(２) 衆議院議員選挙法改正法律案帝国議
会ニ提出ノ件（普選案） 

大正 13 年 12
月 16 日 

枢密院関係文書 枢Ａ00071100 

(３) 衆議院議員選挙法改正法律案帝国議
会ヘ提出ノ件 

大正 14 年 枢密院関係文書 枢Ｃ00028100 

(４) 
 

衆議院議員選挙法改正法律案帝国議
会ヘ提出ノ件 

大正 14 年 枢密院関係文書 枢Ｄ00559100 

(５) 衆議院議員選挙法改正法律案帝国議
会ヘ提出ノ件 

大正 14 年 枢密院関係文書 枢Ｆ00661100 

(６) 衆議院議員選挙法改正法律案帝国議
会ヘ提出ノ件 

大正 14 年 枢密院関係文書 枢Ｆ00661200 

(７) 
治安維持法 

大正 14 年 4 月
21 日 

公文類聚 類 01554100 

(８) 帝国議会ニ於テ修正ヲ加ヘタル衆議
院議員選挙法改正法律案 

大正 14 年 枢密院関係文書 枢Ｄ00566100 

(９) 帝国議会ニ於テ修正ヲ加ヘタル衆議
院議員選挙法改正法律案 

大正 14 年 枢密院関係文書 枢Ｆ00669100 

(10) 衆議院議員総選挙・御署名原本・昭
和三年・詔書一月二一日 

昭和３年 1 月
21 日 

御署名原本 御 16558100 

 

表表  ５５  「「普普通通選選挙挙法法」」  関関連連資資料料一一覧覧  

大正 14 年 

大正 14 年 

12 

別 00223100 

大正 14 年 

大正 14 年 4 月
21 日 

昭和 3 年 1 月
21 日 

二
九

基
本
展
示
「
日
本
の
あ
ゆ
み
」
に
関
連
す
る
所
蔵
資
料
の
基
礎
的
な
調
査
研
究
に
つ
い
て

『
北
の
丸
』
第
56
号　
　



 

 

項項目目  資資料料名名  年年月月日日  資資料料群群名名  請請求求番番号号  
国⺠所得倍増
計画 

国⺠所得倍増計画について 
昭 和 35 年
12 月 27 日 

内閣公文 
平１１総
02714100 

表表  ６６  「「国国⺠⺠所所得得倍倍増増計計画画」」  展展示示資資料料  

NNoo..  資資料料名名  年年月月日日  資資料料群群名名  請請求求番番号号  
(１) 

⻑期経済計画の作成について（経済企
画庁） 

昭和 34 年
年 8 月 6 日 

内閣総務官室関係 
閣議・事務次官等会

議資料 

平１４内閣
01269100 

(２) 技術革新に伴う企業の人的構成の変化
に関する実態調査の必要性 
（DA 画像なし） 

昭和 35 年
９月 10 日 

経済産業研究所 発
足資料（３） 

平２３経研
04218100 

(３) 

教育と職業訓練制度の充実 1 

昭和 35 年

3 月 24 日 

〜7 月 28

日 

経済企画庁関係 昭
和３０年代の経済計

画資料 

平１６内府
00149100 

(４) 

工業の高度化 

昭和 35 年
５月 16 日
〜8 月 16

日 

経済企画庁関係 昭
和３０年代の経済計

画資料 

平１６内府
00190100 

(５) 
政府声明 

昭和 35 年
10 月 24 日 

内閣公文 
平１１総
01741100 

(６) 経済計画資料 第１３号 国⺠所得倍
増計画資料 
（DA 画像なし） 

昭和 36 年
８月 

内閣府関係 政策統
括官（経済社会シス

テム担当）関係 

平２２内府
02067100 

(７) 国⺠所得倍増計画に対する批判 昭和
３７年５月 
（DA 画像なし） 

昭和 37 年
５月 

内閣府関係 政策統
括官（経済社会シス

テム担当）関係 

平２２内府
02051100 

(８) 
全国総合開発計画について 

昭和 37 年
10 月 5 日 

総理府公文 
平１１総
03870100 

(９) 倍増計画アフターケアー 
（DA 画像なし） 

昭和 38 年 経済産業研究所 
平２３経研
04259100 

(10) 
中期経済計画原議 
（DA 画像なし） 

昭和 39 年
1 月 21 日 

内閣府関係 政策統
括官（経済社会シス

テム担当）関係 

平２２内府
02205100 

 

表表  ７７  「「国国⺠⺠所所得得倍倍増増計計画画」」  関関連連資資料料一一覧覧  
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昭和 35 年 
3 月 24 日 
〜7 月 28

日 

昭和 39 年 1
月 29 日〜

昭和 40 年 1
月 26 日 

内閣府 政策統括官
（経済社会システム

担当）関係 

内閣府 政策統括官
（経済社会システム

担当）関係 

内閣府 政策統括官
（経済社会システム

担当）関係 

二二
．．
三三
．．
二二  

関関
連連
資資
料料
一一
覧覧  

「
普
通
選
挙
法
」
に
つ
い
て
、
現
在
の
「
基
本
展
示
」
に
お
け
る
展
示
資
料
の
ほ
か

に
、
展
示
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
資
料
は
、
前
頁
、
表
５
の
と
お
り
。 

  

二二
．．
三三
．．
三三  

関関
連連
資資
料料
のの
概概
要要  

（
１
）
は
、
憲
政
会
の
総
裁
で
あ
る
加
藤
高
明
が
内
閣
総
理
大
臣
に
任
命
さ
れ
た
こ

と
を
示
す
任
命
書
の
写
し
で
あ
る
。
大
正
一
三
年
（
一
九
二
四
）
五
月
一
〇
日
の
第
一
五
回

衆
議
院
議
員
総
選
挙
の
結
果
、
憲
政
会
・
立
憲
政
友
会
・
革
新
倶
楽
部
の
三
党
（
護
憲
三
派
）

が
大
勝
し
、
憲
政
会
が
最
も
多
く
議
席
を
獲
得
し
た
こ
と
か
ら
、
加
藤
高
明
が
内
閣
総
理

大
臣
に
任
命
さ
れ
た
。「
普
通
選
挙
法
」
は
、
こ
の
加
藤
高
明
内
閣
の
下
で
成
立
し
た
。 

（
２
）
は
枢
密
院
の
審
議
の
た
め
に
提
出
さ
れ
た
「
普
通
選
挙
法
」
の
政
府
原
案
で
、
大

正
一
四
年
二
月
一
六
日
付
の
修
正
依
頼
の
文
書
が
含
ま
れ
て
い
る
。
政
府
原
案
の
審
議
は
、

大
正
一
三
年
一
二
月
一
六
日
か
ら
開
始
さ
れ
、
大
正
一
四
年
二
月
二
〇
日
ま
で
行
わ
れ
た
。

 

（
３
）
は
、
枢
密
院
の
審
査
委
員
会
が
枢
密
院
会
議
前
に
行
っ
た
（
２
）
に
つ
い
て

の
審
査
結
果
を
ま
と
め
た
二
月
一
六
日
付
の
報
告
書
で
あ
る
。「
普
通
選
挙
法
」
の
政
府

原
案
に
つ
い
て
、
選
挙
権
お
よ
び
被
選
挙
権
、
選
挙
区
、
選
挙
の
手
続
き
、
選
挙
運
動

の
届
出
な
ど
の
審
査
結
果
が
八
章
に
渡
っ
て
記
載
さ
れ
て
い
る
。 

（
４
）
～
（
６
）
は
、
大
正
一
四
年
二
月
二
〇
日
に
開
催
さ
れ
た
枢
密
院
会
議
に
関

す
る
資
料
で
、（
４
）
が
会
議
の
日
付
、
天
皇
臨
席
の
有
無
、
会
議
に
出
席
し
た
枢
密
院

お
よ
び
政
府
関
係
者
の
氏
名
、
質
疑
応
答
の
要
領
、
議
決
の
要
領
な
ど
会
議
の
状
況
を

記
録
し
た
議
事
録
、（
５
）
が
（
４
）
と
は
別
に
会
議
の
議
決
を
ま
と
め
た
も
の
、（
６
）

は
審
査
委
員
会
で
の
修
正
案
な
ど
が
記
録
さ
れ
た
（
５
）
の
参
考
資
料
で
あ
る
。
こ
の

時
の
「
普
通
選
挙
法
」
の
審
議
内
容
が
多
岐
に
わ
た
っ
て
記
載
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
中

で
も
第
五
条
の
選
挙
権
と
被
選
挙
権
に
つ
い
て
、
政
府
原
案
で
両
方
と
も
二
五
歳
以
上

と
な
っ
て
い
た
と
こ
ろ
、
枢
密
院
の
審
議
に
よ
り
被
選
挙
権
は
三
〇
歳
以
上
と
修
正
さ

れ
て
い
る
。 

（
７
）
は
、「
普
通
選
挙
法
」
と
同
時
期
に
成
立
し
た
治
安
維
持
法
の
制
定
時
の
閣
議

書
で
、
事
務
文
書
、
内
務
大
臣
と
司
法
大
臣
の
閣
議
請
議
、
帝
国
議
会
に
提
出
し
た
法

律
原
案
と
修
正
案
が
含
ま
れ
て
い
る
。
治
安
維
持
法
の
目
的
に
つ
い
て
は
、
第
一
条
に

国
体
の
変
革
ま
た
は
私
有
財
産
制
度
の
否
認
を
目
的
と
す
る
結
社
を
組
織
し
、
ま
た
は

そ
の
事
情
を
知
っ
て
加
入
し
た
者
を
一
〇
年
以
下
の
懲
役
ま
た
は
禁
錮
に
処
す
こ
と
が

記
載
さ
れ
て
い
る
。 

（
８
）
お
よ
び
（
９
）
は
、
大
正
一
四
年
四
月
三
〇
日
に
開
催
さ
れ
た
枢
密
院
会
議

に
関
す
る
資
料
で
、（
８
）
が
会
議
の
状
況
を
記
録
し
た
議
事
録
、（
９
）
が
会
議
の
議

決
を
ま
と
め
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
時
の
会
議
で
は
、「
普
通
選
挙
法
」
の
修
正
案
に
つ

い
て
審
議
が
行
わ
れ
、
そ
の
中
で
第
六
条
の
選
挙
権
の
欠
格
条
項
の
う
ち
、
第
三
項
「
貧

困
ノ
為
公
私
ノ
救
恤
ヲ
受
ク
ル
者
」
の
部
分
で
、
第
三
項
を
「
貧
困
ニ
因
リ
生
活
ノ
為

公
私
ノ
救
助
ヲ
受
ケ
又
ハ
扶
助
ヲ
受
ク
ル
者
」
と
さ
ら
に
修
正
し
、
全
会
一
致
で
可
決

さ
れ
た
こ
と
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。 

（
10
）
は
、
昭
和
三
年
二
月
二
〇
日
に
衆
議
院
議
員
総
選
挙
を
実
施
す
る
こ
と
を
命

じ
た
御
署
名
原
本
で
あ
る
。こ
の
時
に
実
施
さ
れ
た
第
一
六
回
衆
議
院
議
員
総
選
挙
は
、

「
普
通
選
挙
法
」
が
施
行
し
て
か
ら
最
初
に
行
わ
れ
た
衆
議
院
議
員
総
選
挙
で
、「
第
一

回
普
通
選
挙
」
と
も
呼
称
さ
れ
る
。
こ
の
選
挙
の
結
果
、
定
員
四
六
六
人
の
う
ち
、
政

党
勢
力
が
四
四
九
議
席
を
獲
得
し
、
そ
の
う
ち
無
産
政
党
が
八
議
席
を
獲
得
し
た
13

。 

  二二
．．
四四  

「「
国国
民民
所所
得得
倍倍
増増
計計
画画
」」  

  

二二
．．
四四
．．
一一  
展展
示示
資資
料料  

 

基
本
展
示
で
は
、
現
在
、「
国
民
所
得
倍
増
計
画
に
つ
い
て
」（
平
１
１
総02714100

）

を
、
次
の
解
説
を
付
し
て
、
展
示
し
て
い
る
。 

三
〇

基
本
展
示
「
日
本
の
あ
ゆ
み
」
に
関
連
す
る
所
蔵
資
料
の
基
礎
的
な
調
査
研
究
に
つ
い
て

『
北
の
丸
』
第
56
号　
　



 

 

項項目目  資資料料名名  年年月月日日  資資料料群群名名  請請求求番番号号  
国⺠所得倍増
計画 

国⺠所得倍増計画について 
昭 和 35 年
12 月 27 日 

内閣公文 
平１１総
02714100 

表表  ６６  「「国国⺠⺠所所得得倍倍増増計計画画」」  展展示示資資料料  

NNoo..  資資料料名名  年年月月日日  資資料料群群名名  請請求求番番号号  
(１) 

⻑期経済計画の作成について（経済企
画庁） 

昭和 34 年
年 8 月 6 日 

内閣総務官室関係 
閣議・事務次官等会

議資料 

平１４内閣
01269100 

(２) 技術革新に伴う企業の人的構成の変化
に関する実態調査の必要性 
（DA 画像なし） 

昭和 35 年
９月 10 日 

経済産業研究所 発
足資料（３） 

平２３経研
04218100 

(３) 

教育と職業訓練制度の充実 1 

昭和 35 年

3 月 24 日 

〜7 月 28

日 

経済企画庁関係 昭
和３０年代の経済計

画資料 

平１６内府
00149100 

(４) 

工業の高度化 

昭和 35 年
５月 16 日
〜8 月 16

日 

経済企画庁関係 昭
和３０年代の経済計

画資料 

平１６内府
00190100 

(５) 
政府声明 

昭和 35 年
10 月 24 日 

内閣公文 
平１１総
01741100 

(６) 経済計画資料 第１３号 国⺠所得倍
増計画資料 
（DA 画像なし） 

昭和 36 年
８月 

内閣府関係 政策統
括官（経済社会シス

テム担当）関係 

平２２内府
02067100 

(７) 国⺠所得倍増計画に対する批判 昭和
３７年５月 
（DA 画像なし） 

昭和 37 年
５月 

内閣府関係 政策統
括官（経済社会シス

テム担当）関係 

平２２内府
02051100 

(８) 
全国総合開発計画について 

昭和 37 年
10 月 5 日 

総理府公文 
平１１総
03870100 

(９) 倍増計画アフターケアー 
（DA 画像なし） 

昭和 38 年 経済産業研究所 
平２３経研
04259100 

(10) 
中期経済計画原議 
（DA 画像なし） 

昭和 39 年
1 月 21 日 

内閣府関係 政策統
括官（経済社会シス

テム担当）関係 

平２２内府
02205100 
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昭和 35 年 
3 月 24 日 
〜7 月 28

日 

昭和 39 年 1
月 29 日〜

昭和 40 年 1
月 26 日 

内閣府 政策統括官
（経済社会システム

担当）関係 

内閣府 政策統括官
（経済社会システム

担当）関係 

内閣府 政策統括官
（経済社会システム

担当）関係 

三
一

基
本
展
示
「
日
本
の
あ
ゆ
み
」
に
関
連
す
る
所
蔵
資
料
の
基
礎
的
な
調
査
研
究
に
つ
い
て

『
北
の
丸
』
第
56
号　
　



池
田
勇
人
内
閣
に
お
い
て
、
国
民
総
生
産
（GNP

）
を
一
〇
年
以
内
に
二
倍
に
す

る
こ
と
を
目
標
と
す
る
「
国
民
所
得
倍
増
計
画
」
が
閣
議
決
定
さ
れ
ま
し
た
。
昭

和
四
三
年
に
は
、
日
本
の
国
民
総
生
産
は
ア
メ
リ
カ
に
つ
い
で
、
資
本
主
義
国
第

二
位
と
な
り
ま
し
た
。 

 

二二
．．
四四
．．
二二  

関関
連連
資資
料料
一一
覧覧  

 

「
国
民
所
得
倍
増
計
画
に
つ
い
て
」
に
つ
い
て
、
現
在
の
「
基
本
展
示
」
に
お
け
る

展
示
資
料
の
ほ
か
に
、
展
示
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
資
料
は
、
前
頁
、
表
七
の
と
お

り
。 

  

二二
．．
四四
．．
三三  

関関
連連
資資
料料
のの
概概
要要  

（
１
）
は
、
事
務
次
官
会
議
に
お
け
る
配
付
資
料
の
ひ
と
つ
で
あ
る
。
昭
和
三
二
年

（
一
九
五
七
）
末
に
策
定
さ
れ
た
「
新
長
期
経
済
計
画
」
か
ら
概
ね
一
〇
年
後
の
経
済

情
勢
に
応
じ
て
、
国
民
所
得
を
倍
増
す
る
た
め
の
新
し
い
長
期
経
済
計
画
を
策
定
し
、

そ
の
た
め
の
三
段
階
の
作
業
手
順
が
示
さ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
は
、
新
し
い
長
期
経
済

計
画
の
基
本
構
想
を
昭
和
三
四
年
九
月
中
に
明
ら
か
に
し
て
来
年
度
の
予
算
編
成
に
資

す
る
こ
と
、
基
本
構
想
作
成
上
の
必
要
な
資
料
を
経
済
企
画
庁
が
整
備
す
る
こ
と
、
基

本
構
想
の
確
立
後
に
経
済
審
議
会
の
諮
問
を
経
て
具
体
的
な
長
期
経
済
計
画
を
作
成
す

る
こ
と
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。 

（
２
）
は
、
通
商
産
業
省
企
業
局
の
報
告
資
料
に
添
付
さ
れ
た
「
一
厚
板
工
場
の
新

旧
組
織
図
」で
あ
る
。国
民
所
得
倍
増
計
画
の
実
施
前
に
行
わ
れ
た
先
行
調
査
の
う
ち
、

技
術
革
新
と
労
働
現
場
の
組
織
・
職
務
内
容
変
化
の
関
係
に
つ
い
て
特
定
の
厚
板
工
場

を
調
査
し
た
結
果
の
一
部
で
、
技
術
革
新
に
伴
っ
て
導
入
し
た
生
産
設
備
を
軸
に
労
働

現
場
の
効
率
化
が
進
ん
だ
こ
と
が
図
示
さ
れ
て
い
る
。 

（
３
）
は
、
戦
後
経
済
政
策
資
料
の
う
ち
、
昭
和
三
五
年
六
月
一
一
日
に
経
済
企
画

庁
で
開
催
さ
れ
た
教
育
訓
練
小
委
員
会
の
第
一
回
議
事
要
旨
（
Ｄ
Ａ
掲
載
画
像
の
う
ち

一
七
～
二
四
画
像
目
）
で
あ
る
。
国
民
所
得
倍
増
計
画
と
教
育
・
職
業
訓
練
の
関
係
に

つ
い
て
、
科
学
技
術
職
の
教
育
養
成
に
関
す
る
議
論
の
要
旨
を
記
録
し
た
も
の
で
、
学

校
教
育
と
の
関
連
で
は
高
校
・
大
学
へ
の
進
学
促
進
や
技
術
教
育
と
教
員
配
置
の
関
係
、

就
労
と
の
関
係
で
は
夜
学
や
集
団
就
職
、
企
業
内
で
の
職
業
訓
練
な
ど
が
記
載
さ
れ
て

い
る
。 

（
４
）
は
、
戦
後
経
済
政
策
資
料
の
う
ち
、
昭
和
三
五
年
六
月
一
〇
日
に
日
本
機
械

工
業
連
合
会
で
開
催
さ
れ
た
所
得
倍
増
計
画
工
業
高
度
化
小
委
員
会
の
第
一
回
議
事
要

旨
（
Ｄ
Ａ
掲
載
画
像
の
八
二
～
九
二
画
像
目
）
で
あ
る
。
こ
の
時
に
同
小
委
員
会
の
作

業
要
綱
の
検
討
が
行
わ
れ
て
お
り
、
鉱
工
業
へ
の
投
資
配
分
に
よ
る
鉱
工
業
の
独
走
な

ど
の
問
題
点
、
農
業
と
工
業
の
二
重
構
造
の
解
消
な
ど
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。 

（
５
）
は
、
資
料
作
成
日
同
日
の
衆
議
院
解
散
時
に
第
一
次
池
田
内
閣
が
発
表
し
た

政
府
声
明
の
閣
議
書
で
あ
る
。
衆
議
院
の
解
散
理
由
に
つ
い
て
述
べ
る
中
で
、
国
民
所

得
倍
増
計
画
に
関
す
る
部
分
と
し
て
、
政
府
が
優
れ
た
国
民
の
資
質
を
均
衡
の
と
れ
た

経
済
の
成
長
に
誘
導
し
、
完
全
雇
用
の
達
成
と
自
由
で
豊
か
な
福
祉
国
家
の
建
設
に
全

力
を
傾
け
る
こ
と
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。 

（
６
）
は
、
国
民
所
得
倍
増
計
画
の
実
施
に
あ
た
っ
て
ま
と
め
ら
れ
た
参
考
資
料
の

う
ち
、
政
府
公
共
部
門
部
会
の
住
宅
生
活
環
境
小
委
員
会
と
治
山
治
水
小
委
員
会
の
も

の
で
あ
る
。
そ
の
中
で
、
昭
和
三
五
年
七
月
一
六
日
開
催
の
住
宅
生
活
環
境
小
委
員
会

第
三
回
会
議
に
提
出
さ
れ
た
「
全
国
主
要
都
市
に
お
け
る
降
下
煤
塵
量
」
は
、
国
民
所

得
倍
増
計
画
に
伴
う
公
害
の
現
状
調
査
と
対
策
の
調
査
結
果
の
一
部
で
、
降
下
煤
塵
量

の
総
量
お
よ
び
工
業
地
帯
・
商
業
地
帯
・
住
宅
地
別
の
降
下
煤
塵
量
、
可
溶
性
・
不
溶

解
性
物
質
の
パ
ー
セ
ン
テ
ー
ジ
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。 

（
７
）
は
、
国
民
所
得
倍
増
計
画
に
対
す
る
政
府
外
部
の
批
判
を
ま
と
め
た
資
料
で

あ
る
。「
国
民
所
得
倍
増
計
画
に
対
す
る
批
判
の
要
点
」
と
し
て
、
審
議
会
の
組
織
と
運

三
二

基
本
展
示
「
日
本
の
あ
ゆ
み
」
に
関
連
す
る
所
蔵
資
料
の
基
礎
的
な
調
査
研
究
に
つ
い
て
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営
、
計
画
の
非
具
体
性
、
計
画
の
経
過
年
次
に
お
け
る
景
気
変
動
の
取
り
扱
い
、
成
長

率
や
物
価
の
考
え
方
、
目
標
数
値
の
不
適
正
、
二
重
構
造
の
解
消
な
ど
一
一
点
が
記
載

さ
れ
て
い
る
。 

（
８
）
は
、
経
済
企
画
庁
長
官
の
請
議
を
経
て
閣
議
決
定
さ
れ
た
全
国
総
合
開
発
計

画
を
総
理
府
に
通
知
し
た
文
書
で
あ
る
。
全
国
総
合
開
発
計
画
は
、
国
民
所
得
倍
増
計

画
の
中
で
特
に
注
目
さ
れ
た
社
会
資
本
の
拡
充
に
つ
い
て
作
成
さ
れ
た
計
画
で
あ
る
。

事
務
文
書
、
計
画
案
、
関
係
す
る
行
政
機
関
へ
の
説
明
文
書
、
計
画
に
対
す
る
行
政
機

関
の
長
の
答
申
が
収
録
さ
れ
、
道
路
・
港
湾
・
下
水
・
住
宅
等
の
建
設
整
備
な
ど
の
具

体
化
と
調
整
の
必
要
性
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。 

（
９
）
は
、
国
民
所
得
倍
増
計
画
策
定
か
ら
約
三
年
後
に
、
計
画
の
検
証
・
検
討
を

行
っ
た
経
済
審
議
会
の
資
料
で
あ
る
。
同
会
の
中
で
組
織
さ
れ
た
分
科
会
の
調
査
・
検

討
結
果
を
ま
と
め
た
報
告
書
や
調
査
資
料
、
議
事
録
な
ど
が
収
録
さ
れ
、
国
民
所
得
倍

増
計
画
が
掲
げ
た
政
策
の
実
現
状
況
や
そ
の
後
生
じ
た
問
題
、
今
後
の
課
題
等
に
つ
い

て
の
検
討
過
程
と
審
議
結
果
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。
特
に
総
合
部
会
第
七
回
議
事
録
に

は
、
大
原
總
一
郎
（
経
済
審
議
会
国
民
生
活
分
科
会
委
員
）
が
指
摘
し
た
過
剰
な
設
備

投
資
に
つ
い
て
の
議
論
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。 

（
10
）
は
、
国
民
所
得
倍
増
計
画
後
半
期
の
経
済
計
画
と
し
て
策
定
さ
れ
た
中
期
経

済
計
画
の
原
議
書
で
、
中
期
経
済
計
画
に
つ
い
て
の
閣
議
請
議
や
諮
問
、
諮
問
に
対
す

る
答
申
に
関
す
る
文
書
が
収
録
さ
れ
て
い
る
。
同
計
画
の
策
定
理
由
と
意
図
、
そ
の
後

の
高
度
経
済
成
長
の
な
か
で
生
じ
た
「
種
々
の
不
均
衡
や
問
題
点
」
を
是
正
し
、「
安
定

成
長
」
と
「
調
和
の
と
れ
た
社
会
開
発
」
の
推
進
を
目
的
と
す
る
こ
と
、
同
計
画
の
課

題
と
し
て
産
業
構
造
の
高
度
化
、
低
生
産
性
部
門
の
近
代
化
、「
人
的
能
力
の
向
上
」
や

労
働
力
の
有
効
活
用
な
ど
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。 
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二
．
一
で
述
べ
た
と
お
り
、
現
在
の
「
日
本
の
あ
ゆ
み
」
で
展
示
さ
れ
て
い
る
資
料

の
多
く
は
、「
項
目
」
と
密
接
に
関
連
す
る
政
策
決
定
の
最
終
段
階
の
も
の
で
あ
る
。
こ

れ
に
対
し
て
、
本
調
査
研
究
で
は
、
そ
の
最
終
段
階
に
至
る
ま
で
の
「
過
程
」
に
あ
た

る
歴
史
的
事
象
に
関
す
る
資
料
を
選
ぶ
こ
と
と
し
た
。
ま
た
、
現
在
展
示
さ
れ
て
い
る

資
料
に
示
さ
れ
る
歴
史
的
事
象
の
、
そ
の
後
の
「
経
過
」
に
あ
た
る
も
の
に
関
す
る
資

料
も
選
ぶ
こ
と
と
し
た
。 

本
調
査
研
究
で
は
、
二
．
二
～
二
．
四
に
お
い
て
紹
介
し
た
よ
う
に
、
そ
の
よ
う
な

考
え
方
に
基
づ
い
て
選
ん
だ
資
料
に
つ
い
て
調
査
し
、
概
要
（
解
説
）
を
作
成
す
る
と

と
も
に
一
覧
化
す
る
こ
と
が
で
き
た
と
考
え
る
。
例
え
ば
、「
江
戸
か
ら
東
京
へ
」
に
お

い
て
は
、
当
時
、
新
政
府
の
参
与
で
あ
っ
た
大
久
保
利
通
が
大
坂
へ
の
遷
都
を
建
白
し

た
こ
と
を
示
す
資
料
を
と
り
あ
げ
た
。
ま
た
、
明
治
天
皇
の
「
東
幸
」「
還
幸
」「
再
幸
」

に
関
す
る
資
料
も
取
り
上
げ
る
こ
と
が
で
き
た
。「
普
通
選
挙
法
」
で
は
、
当
時
の
政
策

決
定
過
程
の
一
つ
と
し
て
、
枢
密
院
で
は
、
被
選
挙
権
の
年
齢
の
問
題
や
貧
困
者
の
選

挙
権
の
問
題
な
ど
が
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
る
こ
と
を
示
し
た
。「
国
民
所
得
倍
増
計
画
に

つ
い
て
」
に
お
い
て
も
、
同
計
画
の
決
定
に
至
る
過
程
に
加
え
、
決
定
後
の
批
判
や
、

そ
の
批
判
を
踏
ま
え
た
政
府
の
対
応
に
関
す
る
資
料
も
取
り
上
げ
て
、
あ
る
程
度
の
時

間
の
幅
の
中
に
お
け
る
同
計
画
に
関
連
す
る
動
き
を
示
す
資
料
を
広
く
示
す
こ
と
が
で

き
た
と
思
わ
れ
る
。 

こ
こ
で
、
今
後
の
検
討
に
資
す
る
観
点
か
ら
、
今
回
の
成
果
を
実
際
の
展
示
に
お
い

て
、
ど
の
よ
う
に
活
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
と
い
う
こ
と
を
考
え
て
み
た
い
。
例
え

ば
、
現
在
展
示
し
て
い
る
資
料
に
加
え
て
、
今
回
調
査
し
た
資
料
を
併
せ
て
展
示
す
る

こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
そ
の
場
合
、
資
料
そ
の
も
の
を
複
数
件
並
列
的
に
展
示
す
る
、

パ
ネ
ル
や
デ
ジ
タ
ル
ツ
ー
ル
を
活
用
す
る
な
ど
の
方
法
が
考
え
ら
れ
る
。
あ
る
い
は
、

展
示
資
料
は
一
件
な
ど
少
な
く
と
ど
め
て
お
く
一
方
で
、
各
「
項
目
」
に
関
連
す
る
複

三
三

基
本
展
示
「
日
本
の
あ
ゆ
み
」
に
関
連
す
る
所
蔵
資
料
の
基
礎
的
な
調
査
研
究
に
つ
い
て
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数
の
資
料
を
「
プ
ー
ル
」
し
て
お
き
、
定
期
的
に
展
示
替
え
す
る
と
い
っ
た
方
法
を
と

る
こ
と
も
で
き
る
と
思
わ
れ
る
。
い
ず
れ
の
方
法
で
あ
っ
て
も
、
よ
り
豊
か
な
内
容
の

展
示
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
そ
の
よ
う
な
可
能
性
を
秘
め
て

い
る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
る
。 

他
方
で
、
本
調
査
研
究
に
は
、
今
後
の
展
示
に
関
す
る
検
討
に
資
す
る
と
い
う
観
点

か
ら
、
考
慮
す
べ
き
点
が
あ
る
こ
と
も
否
め
な
い
。
第
一
に
、
各
「
項
目
」
の
関
連
資

料
と
し
て
と
り
あ
げ
た
も
の
の
作
成
時
期
が
短
い
期
間
に
限
ら
れ
て
い
る
も
の
が
あ
る

点
で
あ
る
15

。
例
え
ば
、「
江
戸
か
ら
東
京
へ
」
で
取
り
上
げ
た
資
料
は
、
慶
応
四
年
か

ら
明
治
二
年
に
作
成
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
は
、
政
策
決
定
過
程
と
政
策
決

定
後
の
経
過
を
跡
付
け
る
と
い
う
点
で
、
十
分
な
時
間
的
長
さ
を
捉
え
る
こ
と
が
で
き

て
い
る
か
と
い
う
問
い
に
つ
な
が
る
。
第
二
に
、
第
一
の
点
と
関
連
す
る
が
、
本
調
査

研
究
で
は
、
各
「
項
目
」
及
び
現
在
展
示
し
て
い
る
資
料
と
の
間
に
お
い
て
、
い
ず
れ

も
直
接
的
に
「
関
連
」
し
て
い
る
資
料
を
ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
し
た
。
例
え
ば
、「
普
通
選
挙

法
」
で
は
、
同
法
の
制
定
過
程
に
関
す
る
資
料
を
中
心
に
抽
出
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

だ
が
、
近
年
、
こ
の
時
の
衆
議
院
議
員
選
挙
法
改
正
を
「
男
子
普
通
選
挙
」
の
実
現
と

称
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
よ
う
に
、
当
時
の
女
性
の
政
治
参
加
を
求
め
る
動
き
に
関
す

る
資
料
が
調
査
対
象
か
ら
漏
れ
て
し
ま
っ
た
。
つ
ま
り
、
こ
の
「
項
目
」
に
関
連
す
る

社
会
の
動
き
を
十
分
な
広
が
り
を
も
っ
て
捉
え
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
と
言
わ
ざ
る

を
得
な
い
の
で
あ
る
。
第
三
に
、
本
調
査
研
究
で
は
、
調
査
対
象
を
当
館
所
蔵
資
料
に

限
定
し
た
が
、「
日
本
の
あ
ゆ
み
」
に
関
連
す
る
資
料
は
、
当
館
所
蔵
の
も
の
だ
け
で
は

な
い
。
例
え
ば
、
本
稿
で
紹
介
し
た
三
件
の
「
項
目
」
い
ず
れ
に
お
い
て
も
、
当
時
の

国
際
社
会
の
動
向
等
に
関
連
す
る
資
料
は
調
査
対
象
と
し
な
か
っ
た
。
国
際
社
会
の
動

向
等
に
関
す
る
資
料
は
、
当
館
に
も
所
蔵
さ
れ
て
い
る
が
、
や
は
り
、
外
交
記
録
等
を

調
査
対
象
と
す
る
必
要
が
あ
る
だ
ろ
う
。
国
際
社
会
の
動
向
等
と
い
う
の
は
一
つ
の
例

で
あ
り
、我
が
国
や
社
会
の
あ
ゆ
み
を
展
示
に
お
い
て
多
角
的
に
紹
介
す
る
た
め
に
は
、

当
館
内
外
の
資
料
の
さ
ら
な
る
調
査
が
必
要
で
あ
る
。 

以
上
の
よ
う
な
点
に
留
意
し
な
が
ら
、
今
後
も
、
様
々
な
取
組
に
携
わ
っ
て
い
き
た

い
。 

１ 

「
平
成
二
六
年
度 

独
立
行
政
法
人
国
立
公
文
書
館
業
務
実
績
報
告
書
」（
平
成
二
七
年

六
月
）、https://www.archives.go.jp/information/pdf/h26/report26_04.pdf

、 

四
四
～
四
五
頁
（
参
照
、
令
和
五
年
一
二
月
一
三
日
）。 

２ 

令
和
二
年
度
ま
で
、
特
別
展
開
催
期
間
中
は
「
日
本
の
あ
ゆ
み
」
を
一
時
的
に
撤
去
し

て
い
た
が
、
令
和
三
年
度
か
ら
は
、「
我
が
国
の
あ
ゆ
み
を
た
ど
る
基
本
資
料
で
あ
り
、

多
く
の
利
用
者
に
そ
の
よ
う
な
基
本
資
料
を
当
館
が
所
蔵
し
て
い
る
こ
と
を
広
く
知
っ

て
頂
く
た
め
」、
常
設
と
し
た
。（「
令
和
二
年
度 

独
立
行
政
法
人
国
立
公
文
書
館
業
務

実
績
等
報
告
書
」（
令
和
三
年
六
月
）、https://www.archives.go.jp/information/ 

pdf/r2/results2020_honbun.pdf

、
二
六
頁
（
参
照
、
令
和
五
年
一
二
月
一
三
日
））。 

３ 

「
令
和
三
年
度 

独
立
行
政
法
人
国
立
公
文
書
館
業
務
実
績
等
報
告
書
」（
令
和
四
年
六

月
）、https://www.archives.go.jp/information/pdf/r3/results2021_honbun.pdf

、 

二
六
頁
（
参
照
、
令
和
五
年
一
二
月
一
三
日
）。 

４ 

常
設
展
示
「
日
本
の
あ
ゆ
み
」、https://www.archives.go.jp/exhibition/ 

permanent_exhibition/

（
参
照
、
令
和
五
年
一
二
月
一
三
日
）。 

５ 

「
国
立
公
文
書
館
の
機
能
・
施
設
の
在
り
方
等
に
関
す
る
調
査
検
討
会
議
の
開
催
に
つ

い
て
」（
平
成
二
六
年
五
月
一
三
日 

内
閣
府
特
命
担
当
大
臣
決
定
）https://www8.cao.go.jp/ 

chosei/koubun/kentou/kaisai-kettei.pdf

（
参
照
、
令
和
五
年
一
二
月
一
三
日
）。 
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内
閣
府
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
で
公
開
さ
れ
て
い
る
。https://www8.cao.go.jp/ 

chosei/koubun/miryoku/index.html

（
参
照
、
令
和
五
年
一
二
月
一
三
日
）。 

10 
｢

令
和
四
年
度 

独
立
行
政
法
人
国
立
公
文
書
館
事
業
計
画
」、https:// 

www. 
archives. 

go.jp/information/pdf/jigyo_r4.pdf

、4

頁
（
参
照
、
令
和
五
年
一
二
月
一
三

日
）。 

11 

本
調
査
研
究
は
、
筆
者
の
ほ
か
、
調
査
研
究
担
当
職
員
三
名
（
千
葉
篤
志
・
井
上
直

子
・
渡
辺
悦
子
）
に
よ
り
行
っ
た
。
ま
た
、
展
示
担
当
か
ら
助
言
を
得
た
。 

12 

本
資
料
は
、
当
館HP

上
の
サ
イ
ト
「
公
文
書
に
み
る
日
本
の
あ
ゆ
み
」
で
も
資
料
の

一
部
を
紹
介
し
て
い
る
：h

t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
a
r
c
h
i
v
e
s
.
g
o
.
j
p
/
a
y
u
m
i
/
k
o
b
e
t
s
u
/
t
1
4
_ 

1925_03.html

（
参
照
、
令
和
五
年
一
二
月
一
三
日
）。 

13 

衆
議
院
・
参
議
院
編
『
議
会
制
度
百
年
史 

院
内
会
派
編 

衆
議
院
の
部
』（
平
成
二
年

一
一
月
）
三
三
八
頁
。 

14 

本
資
料
は
、
当
館HP

上
の
サ
イ
ト
「
公
文
書
に
み
る
日
本
の
あ
ゆ
み
」（
部
分
の
み
、

https://www.archives.go.jp/ayumi/kobetsu/s35_1960_03.html

） 

及
び
デ
ジ

タ
ル
展
示
「
高
度
経
済
成
長
の
時
代
へ 

1
9
5
1
-
1
9
7
2

」
（
部
分
の
み
、h

t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
. 

archives.go.jp/exhibition/digital/high-growth/contents/10/index.html

）
で

も
紹
介
し
て
い
る
（
参
照
、
令
和
五
年
一
二
月
一
三
日
）。 

15 

各
項
目
の
「
関
連
資
料
」
の
作
成
時
期
の
幅
は
、「
教
育
勅
語
」
が
四
四
年
、「
沖
縄
返

還
」
が
一
六
年
、「
平
成
の
書
」
が
一
三
年
と
い
う
ス
パ
ン
が
あ
る
の
を
例
外
と
し
て
、
他

は
全
て
一
〇
年
以
内
と
な
っ
て
い
る
。 

（
公
文
書
専
門
官
）        
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01 江⼾から東京へ
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号
1 参与大久保利通遷都ノ議ヲ上ル 明治1年1月25日 太政類典 太00013100
2 福岡孝弟意見書写（復古記 巻７２） ー 内閣文庫 141-0147
3 勅書写（復古記 巻１０１） ー 内閣文庫 141-0147

4
江⼾ヲ東京ト改メ城中ニ鎮将府ヲ置キ⺠政裁判所ヲ会計局ト改称
ス

明治1年8月8日 太政類典 太00016100

5 江⼾ヲ東京ト改称并天⻑節被仰出候ニ付受書差出 明治1年5月 公文録 公00019100

6
車駕東京ニ至ル大総督熾仁親王鎮将三条実美東京府知事烏丸光徳
等品川ニ奉迎シ三等官以上及ヒ諸侯ハ坂下門外ニ奉迎ス是日江⼾
城ヲ以テ東幸ノ皇居ト為シ改メテ東京城ト称ス

明治1年10月13日 太政類典 太00050100

7
江⼾ヲ改メテ東京ト称セラルヽニ依リ地図書籍等総テ東京ト記セ
シム

明治1年11月 太政類典 太00038100

8 東京城御発輦廿二日京都御着輦御道中記事 明治1年12月8日 太政類典 太00050100
9 東京再幸三月上旬ト定ム 明治2年1月24日 太政類典草稿 太草00053100
10 東幸発輦鹵簿ヲ定ム 明治2年3月7日 太政類典 太00051100

02 新橋横浜間鉄道開業
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号
1 東京横浜ノ間鉄道製作ノ儀申立 明治2年11月 公文録 公00076100
2 ⺠部省大蔵省ト分離スルニ因リ更ニ諸司ノ管轄ヲ定ム 明治3年7月17日 太政類典 太00017100

3
東京横浜ノ間鉄道建築米人ホルトメント小笠原壱岐約束ノ儀ニ付
同公使ヘ論駁伺

明治3年6月 公文録 公00367100

4 鉄道製造ニ付高輪町兵部省用地ヲ引渡伺 明治3年7月 公文録 公00341100
5 外廓櫓台等ノ石鉄道建築ニ取用度伺 明治4年3月 公文録 公00469100
6 鉄道建築ニ付品川県下ノ者苦情申立ニ付上申 明治4年4月 公文録 公00469100
7 品川横浜間鉄道仮開業 明治5年5月3日 太政類典 太00403100
8 雇英人ブライヤントレイン両名我政府ノ周旋人レイト訴訟一件 明治5年6月12日 太政類典 太00296100
9 東京横浜間開業式及臨幸諸件・二十三条 明治5年8月24日 太政類典 太00403100
10 ロベルトソン宛大隈参議書簡 明治5年9月28日 訳稿集成 186−0144

03 ⺠撰議院設⽴建⽩書（序⽂）
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号
1 公議所設置及開議ノ旨趣ヲ諸藩公議人ニ諭示ス 明治1年12月6日 太政類典 太00021100

2 立憲為政之略議 （犬上県下福島昇） 明治5年5月
上書建白書・建白書（一）・
明治五年一月〜明治五年五月

建00021100

3 下議院設立ノ儀建言 明治5年5月 公文録 公00625100

4 〔集議院ヲ更張為サン事ヲ議ス〕（浜田県出仕富永景知） 明治6年3月13日
上書建白書・建白書（三）・
明治六年三月〜明治六年四月

建00028100

5
〔今般政体御改革本院章程追而御改定可相成旨御布令ニ付左ニ申
上〕（三等議官宮島誠一郎）

明治6年5月8日
上書建白書・諸建白書・明治
六年四月〜明治六年十二月

建00016100

6 左院中議生ヲ廃シ職制章程ヲ定ム 明治6年6月24日 太政類典 太00236100
7 板垣参議参議辞表 明治6年10月 公文録 公01005100

8 〔⺠撰議院ノ義ニ付建言〕（文部省五等出仕⻄村茂樹） 明治7年3月30日
上書建白書・諸建白書
（一）・明治七年一月〜明治
七年四月

建00012100

9 政体取調書原案 明治5年 公文別録 別00004100

10
公文附属の図・勅語類・（一） 元老院、大審院、地方官会議ヲ
設置シ漸次立憲政体樹立ノ詔勅

明治8年4月
公文附属の図・勅語類・
（一）

附Ａ00304101

04 国会開設の勅諭
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号

1
明治八年六月二十八日発行讒謗律新聞紙条例及明治九年七月五日
太政官第九十八号ノ布告ハ不条理ナル者ニ付改良并ニ廃止スベキ
ノ建言（杉田定一）

明治9年 記録材料・建白書仮綴 記00823100

2 郡区編制法附府県会規則地方税規則 明治11年7月22日 太政類典 太00624100
3 高知県士族片岡健吉等建白国会開設ノ件・以下四件一括 明治13年4月 公文録 公02720100
4 集会条例ヲ定ム 明治13年4月5日 太政類典 太00727100

【参考資料】日本のあゆみ「関連資料一覧」
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5 国会開設ノ件（新潟県平⺠島⽥茂、⼭際七司） 明治13年7月
上書建白書・新潟高知両県下
国会開設建白・明治十三年七
月

建00019100

6 公益ニ関スル上書取扱方布告ノ件 明治13年12月 公文録 公02821100
7 本所所属官有物払下取消 明治14年10月12日 太政類典 太00790100
8 参議大隈重信免官ノ件 明治14年 公文録 公03179100
9 国会開設期限心得方ノ件 明治14年10月 公文録 公02995100
10 参事院ヲ置キ職制章程ヲ定ム 明治14年10月21日 太政類典 太00777100

05 大日本帝国憲法
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号
1 参議伊藤博文ヘ勅語並ニ欧洲派遣ニ付訓条 明治11年 公文別録 別00048100
2 官省廃置ノ件 明治18年12月 公文録 公03903100

3 憲法議案ヲ下附セラレン事ヲ奏請ス 明治20年9月14日
単行書・元老院会議部書類・
人・意見書・雑件

単01735100

4 地方⻑官ヘ大政ノ方針訓⽰ノ件 明治20年9月27日 公文雑纂 纂00040100
5 保安条例・御署名原本・明治二十年・勅令第六十七号 明治20年 御署名原本 御00159100

6
枢密院官制及事務規程・御署名原本・明治二十一年・勅令第二十
二号

明治21年 御署名原本 御00203100

7
枢密院会議筆記・一、憲法草案・明治二十一年自六月十八日至七
月十三日

明治21年6月18日〜7月13日 枢密院関係文書 枢Ｄ00002100

8 憲法、典範、議院法、選挙法、会計法、再審会議 明治22年 枢密院関係文書 枢Ｄ00007100

9
衆議院議員選挙法及附録・御署名原本・明治二十二年・法律第三
号

明治22年 御署名原本 御00288100

10 帝国議会開会・御署名原本・明治二十三年・詔勅十一月二十七日 明治23年11月27日 御署名原本 御00472100

06 教育勅語
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号
1 府県知事総代東京府知事高崎五六建議徳育涵養ノ件 明治23年3月4日 公文雑纂 纂00193100
2 徳教ニ関スル勅諭ヲ宣布セラル 明治23年10月20日 公文類聚 類00448100
3 教育ニ関シ勅語ヲ文部大臣ニ下サレシ旨ヲ訓⽰ス 明治23年10月31日 公文類聚 類00448100
4 文部省教育ニ関スル勅語ニ就キ地方一般ノ状況ヲ申報ス 明治24年1月7日 公文類聚 類00571100
5 小学校ニ於ケル祝日大祭日ノ儀式ニ関スル規程ヲ設ク 明治24年6月17日 公文類聚 類00570100
6 勅語衍義 明治24年 内閣文庫 144-0268
7 小学校教則大綱ヲ定ム 明治24年11月17日 公文類聚 類00570100

8
衆議院議員柏⽥盛文外一名提出帝国普通教育ノ主義並ニ其教科書
検定ノ方針ニ関スル質問書文部省ヘ送付ノ件

明治27年6月1日 公文雑纂 纂00334100

9 教育勅語謹書発売者ニ関スル件 昭和5年8月7日
文部省大臣官房総務課記録班
分類文書

昭５９文部01097100

10 収入及支出総規 十八、教育勅語原本等修理方 昭和9年12月17日
文部省大臣官房総務課記録班
分類文書

昭５９文部02467100

07 日清講和条約
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号
1 清国ニ対シ宣戦・御署名原本・明治二十七年・詔勅八月一日 明治27年8月1日 御署名原本 御01620100

2
清国使臣遭難ニ附キ百僚臣庶ヲ申戒ス・御署名原本・明治二十八
年・詔勅三月二十五日

明治28年3月25日 御署名原本 御01863100

3 日清両国休戦条約 明治28年3月30日 公文類聚 類00736100

4
清国大使事件ニ関シ警察上其他ニ要スル電信料ヲ第二予備金ヨリ
支出ス

明治28年3月31日 公文類聚 類00730100

5 ⼭口県下赤間関市外一ヶ所保安条例ノ執行ヲ解除ス 明治28年4月19日 公文類聚 類00741100

6
清国ト講和ニ附キ将来ノ所嚮ヲ明ニス・御署名原本・明治二十八
年・詔勅四月二十一日

明治28年4月21日 御署名原本 御01865100

7 日清媾和条約及別約附媾和条約及別約ヲ裁可セラル 明治28年5月10日 公文類聚 類00724100
8 日清媾和条約別約等会議筆記 明治28年 枢密院関係文書 枢Ｄ00054100

9
占領壌地ヲ還付シ東洋ノ平和ヲ鞏固ニス・御署名原本・明治二十
八年・詔勅五月十日

明治28年5月10日 御署名原本 御01866100

10
奉天半島還付ニ関スル条約・御署名原本・明治二十八年・条約十
二月三日

明治28年12月3日 御署名原本 御02089100
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08 日露講和条約
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号
1 露国ニ対シ宣戦・御署名原本・明治三十七年・詔勅二月十日 明治37年2月10日 御署名原本 御05772100
2 広島県豊田郡乃美村⻲田高次郎開申日露戦争ニ付上申書ノ件 明治38年1月1日 公文雑纂 纂00964100

3 媾和談判全権委員派遣ニ要スル諸費ヲ臨時事件予備費ヨリ支出ス 明治38年7月2日 公文類聚 類00992100

4 東京府内一定ノ地域ニ戒厳令中必要ノ規定ヲ適用ス 明治38年9月6日 公文類聚 類00997100

5
日露媾和成立ニ対シ墨国国⺠ノ祝意表示ノ件在本邦墨国公使ヨリ
申報ノ件・二通

明治38年9月6日 公文雑纂 纂00871100

6 日露講和条約御批准ノ件 明治38年 枢密院関係文書 枢Ｄ00220100
7 日露講和条約ヲ裁可セラル 明治38年10月10日 公文類聚 類00987100

8
南満洲鉄道株式会社ニ関スル件・御署名原本・明治三十九年・勅
令第百四十二号

明治39年 御署名原本 御06645100

9 関東都督府官制・御署名原本・明治三十九年・勅令第百九十六号 明治39年 御署名原本 御06699100

10 樺太庁官制・御署名原本・明治四十年・勅令第三十三号 明治40年 御署名原本 御06943100

09 関東大震災
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号
1 一定ノ地域ニ戒厳令中必要ノ規定適用ノ施行ニ関スル件ヲ定ム 大正12年9月2日 公文類聚 類01479100

2
治安維持ノ為ニスル罰則ニ関スル件・御署名原本・大正十二年・
勅令第四百三号

大正12年 御署名原本 御14507100

3
私法上ノ金銭債務ノ支払延期及⼿形等ノ権利保存行為ノ期間延⻑
ニ関スル件ヲ定ム

大正12年9月7日 公文類聚 類01486100

4 震災被害状況 大正12年9月12日
昭和財政史資料第２号第７７
冊

平１５財務00244100

5 帝都復興審議会官制ヲ定ム 大正12年9月19日 公文類聚 類01455100

6
日本銀行ノ⼿形ノ割引ニ因ル損失ノ補償ニ関スル財政上必要処分
ノ件・御署名原本・大正十二年・勅令第四百二十四号

大正12年 御署名原本 御14528100

7 帝都復興院官制・御署名原本・大正十二年・勅令第四百二十五号 大正12年 御署名原本 御14529100

8
国⺠精神作興ニ関スル件・御署名原本・大正十二年・詔書十一月
十日

大正12年11月10日 御署名原本 御14041100

9 帝都復興計画案ノ大綱 大正12年11月22日 公文類聚 類01483100

10
公文雑纂・大正十三年・都市計画附図・内甲第６７〜７１号 東京
都市計画並都市計画事業及其ノ執行年割ノ件外四件 １点

大正13年3月31日
公文雑纂・大正十三年・都市
計画附図

附Ｂ01006100

11 義捐金ヨリ簡易住宅地区福祉事業費ヲ支出ス 大正14年1月31日 公文類聚 類01539100
12 天皇陛下復興帝都御巡幸御発着割通牒ノ件 昭和5年3月18日 公文雑纂 纂01895100
13 帝都復興記念章令ヲ定ム 昭和5年8月12日 公文類聚 類01709100

10 普通選挙法
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号

1
任内閣総理大臣 子爵加藤高明・依願免本官 内閣総理大臣 子
爵清浦奎吾

大正13年6月11日 公文別録 別00223100

2 衆議院議員選挙法改正法律案帝国議会ニ提出ノ件（普選案） 大正13年12月16日 枢密院関係文書 枢Ａ00071100
3 衆議院議員選挙法改正法律案帝国議会ヘ提出ノ件 大正14年 枢密院関係文書 枢Ｃ00028100
4 衆議院議員選挙法改正法律案帝国議会ヘ提出ノ件 大正14年 枢密院関係文書 枢Ｄ00559100
5 衆議院議員選挙法改正法律案帝国議会ヘ提出ノ件 大正14年 枢密院関係文書 枢Ｆ00661100
6 衆議院議員選挙法改正法律案帝国議会ヘ提出ノ件 大正14年 枢密院関係文書 枢Ｆ00661200
7 治安維持法 大正14年4月21日 公文類聚 類01554100
8 帝国議会ニ於テ修正ヲ加ヘタル衆議院議員選挙法改正法律案 大正14年 枢密院関係文書 枢Ｄ00566100
9 帝国議会ニ於テ修正ヲ加ヘタル衆議院議員選挙法改正法律案 大正14年 枢密院関係文書 枢Ｆ00669100
10 衆議院議員総選挙・御署名原本・昭和三年・詔書一月二一日 昭和3年1月21日 御署名原本 御16558100

11 二・二六事件
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号

1 故陸軍中将永田鉄⼭叙勲ノ件 昭和10年8月12日
叙勲裁可書・昭和十年・叙勲
巻四・内国人四

勲00749100

2 戒厳機密日誌 矢野少将⼿記 昭和11年2月26日 矢野機関係文書 寄託00174100
3 陸軍大臣より ２月２６日午後３時２０分 東京警備司令部 昭和11年2月26日 矢野機関係文書 寄託00174100
4 陸軍大将渡辺錠太郎賞賜ノ件 昭和11年2月26日 公文雑纂 纂02188100
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5 叛乱事件通牒 昭和11年2月
米国から返還された公文書
〔返⻘・内務省等関係〕

返⻘25001000

6 ２．２６事件関係公示事項 ―
内務省警保局文書〔種村氏警
察参考資料第５９集〕

平９警察00740100

7 陸軍歩兵大尉香田清貞外十四名免官ノ件 昭和11年2月29日
任免裁可書・昭和十一年・任
免巻九

任Ｂ02047100

8
昭和11．２．２６叛乱事件 訴訟記録 東京陸軍軍法会議 （32
冊の内第1号）

昭和11年 軍法会議関係文書 平28軍法00318100

9
任内閣総理大臣兼外務大臣 外務大臣 広田弘毅・依願本免官
内閣総理大臣 岡田啓介

昭和11年3月9日 公文別録 別00225100

10
陸軍省官制中○海軍省官制中ヲ改正ス・（大臣及次官ハ現役将官
ニ限定）

昭和11年5月18日 公文類聚 類01950100

12 宣戦の詔書
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号

1
任内閣総理大臣兼内務大臣陸軍大臣 陸軍大臣兼対満事務局総裁
陸軍中将東条英機・依願免本官 内閣総理大臣 公爵近衛文麿・
依願免本官 内務大臣 田邉治通

昭和16年10月18日 公文別録 別00227100

2 宣戦に関する件 附＝平和克復 昭和16年11月20日 内閣総理大臣官房総務課資料 資00055100
3 米国及英国ニ対スル宣戦ノ布告ノ件 昭和16年 枢密院関係文書 枢Ｄ00876100

4
第七十八回帝国議会召集ノ件・御署名原本・昭和十六年・詔書一
二月八日

昭和16年12月8日 御署名原本 御24375100

5 米国及英国ニ対スル宣戦詔書渙発ノ訓令ノ件 昭和16年12月8日
文部省大臣官房総務課記録班
分類文書

昭５９文部01045100

6 対英米宣戦布告に伴う緊急事態に処すべき治安維持の具体的措置 昭和16年12月8日 内務省警保局文書 平９警察00228100

7
対米英開戦ニ伴フ朝鮮ニ於ケル状勢並ニ措置ニ関スル朝鮮総督府
督上奏書

昭和16年12月15日 公文雑纂 纂02650100

8 戦時犯罪処罰ノ特例ニ関スル法律ヲ定ム 昭和16年12月19日 公文類聚 類02545100
9 言論、出版、集会、結社等臨時取締法ヲ定ム 昭和16年12月19日 公文類聚 類02537100
10 敵産管理法ヲ定ム 昭和16年12月23日 公文類聚 類02515100

13 終戦の詔書
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号

1
任内閣総理大臣兼外務大臣大東亜大臣 枢密院議⻑海軍大将 男
爵鈴木貫太郎・依願免本官 内閣総理大臣 小磯国昭・依願免本
官並兼官 外務大臣大東亜大臣 重光葵

昭和20年4月7日  公文別録 別00229100

2 米英支三国宣言 昭和20年7月26日 諸雑公文書 雑03636100

3   ８月６日広島空襲情報 昭和20年8月
米国から返還された公文書
〔返⻘・内務省等関係〕

返⻘29005020

4 戦争終結ニ関スル詔書案  昭和20年8月14日  公文類聚 類02885100
5 終戦の詔書案添削等関係（メモ）  ―  栗⼭廉平関係文書 寄贈01603100
6 内閣告諭案・（戦争終結ニ当リ）  昭和20年8月14日  公文類聚 類02890100

7
枢密院会議筆記・一、「ポツダム」宣言受諾ニ関スル内閣総理大
臣及外務大臣報告・昭和二十年八月十五日

 昭和20年8月15日  枢密院関係文書 枢Ｄ00950200

8
米英に対する宣戦布告の件ポツダム宣言の受諾に関する報告（枢
密院記録２）

 ―  高辻正己関係文書 寄贈01663100

9 大東亜戦争終結に関する法律案  昭和20年8月30日
昭和20年8月14日起次官会議
事項綴

平１６内閣00001100

10
大東亜戦争終結ニ関スル関係文書調印ニ関スル件・御署名原本・
昭和二十年・詔書九月二日

 昭和20年9月2日  御署名原本 御28597100

11
新聞掲載写真（東條英機、近衛文麿、ミズリー号艦上、⼭下奉
文）

 ―  戦争犯罪裁判関係資料 平１１法務06871100

12
「ポツダム」宣言ノ受諾ニ伴ヒ発スル命令ニ関スル件・御署名原
本・昭和二十年・勅令第五四二号

 昭和20年  御署名原本 御29234100

13
「ポツダム」宣言ノ受諾ニ伴フ各省実行計画並既実行諸報告（九
月十一日閣議ノ席上内閣総理大臣ヨリ発言）

 昭和20年9月11日  公文雑纂 纂03073100

14 日本国憲法
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号
1 憲法改正問題に対する法制局における研究 昭和20年10月23日 井⼿成三関係文書 寄贈00869100
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2 憲法草案要綱（憲法研究会案） 昭和20年12月26日 内閣総理大臣官房総務課資料 資00178100
3 佐藤委員起草 憲法改正試草 昭和21年1月3日 内閣総理大臣官房総務課資料 資00174100
4 日本国憲法前⽂、第1章第1条〜第11章第92条 昭和21年2月26日 閣議・事務次官等会議資料 平１４内閣00002100
5 憲法改正政府案に対する意見（上）鈴木安蔵 昭和21年3月9日 内閣総理大臣官房総務課資料 資00025100

6 国務大臣⾦森徳次郎外七⼗四名臨時法制調査会副会⻑等任命ノ件 昭和21年7月3日 第五類 任免裁可書 任Ｂ04265100

7 第三部会関係（司法関係）基本的人権保護法案要綱試案 昭和21年8月21日 内閣総理大臣官房総務課資料 資00386100

8
⽂書（20-12-10）白鳥→吉田茂外相日本憲法に戦争放棄条項を入
れよ

昭和23年2月9日 戦争犯罪裁判関係資料 平１１法務02000100

9 憲法記念行事計画（審議室） 昭和24年4月25日 閣議・事務次官等会議資料 平１４内閣00068100
10 憲法改正当時の回想（メモ） ― 井手成三関係⽂書 寄贈01560100

15 女性参政権の実現
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号
1 衆議院議員選挙法中改正法律案帝国議会ヘ提出ノ件 昭和20年 枢密院関係⽂書 枢Ｃ00054100
2 衆議院議員選挙法中ヲ改正ス 昭和20年4月1日 公⽂類聚 類02887100

3 婦人参政権ニ対スル各層ノ意嚮聴取ニ関スル件（第一報） 昭和20年9月27日
米国から返還された公⽂書
〔返⻘・内務省等関係〕

返⻘34002000

4 衆議院議員選挙法中改正法律案（附参考資料） 昭和20年11月13日 諸雑公⽂書 昭５７総00128100
5 総選挙ニ対処スベキ公⺠啓発運動実施ニ関スル件 昭和20年11月20日 公⽂類聚 類02888100

6
衆議院議員選挙法中改正法律案帝国議会ヘ提出ノ件外一件（⼗一
月⼗九日（一回）〜⼗一月⼆⼗五日（三回））

昭和20年 枢密院関係⽂書 枢Ｂ00032100

7 衆議院議員選挙法中改正法律案帝国議会ヘ提出ノ件 昭和20年 枢密院関係⽂書 枢Ｄ00948100
8 衆議院議員選挙法中改正法律案関係資料 昭和20年 諸雑公⽂書 雑03677100
9 衆議院議員総選挙詔書案取消ノ件 昭和21年1月29日 公⽂類聚 類02957100

10
衆議院議員総選挙詔書・御署名原本・昭和⼆⼗一年・詔書三月九
日

昭和21年3月9日 御署名原本 御29432100

16 農地改革
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号
1 農地制度改革ニ関スル件 昭和20年11月22日 公⽂類聚 類02943100

2 農地調整法中改正法律・御署名原本・昭和⼆⼗年・法律第六四号 昭和20年 御署名原本 御28692100

3 農地制度改革の徹底に関する件 昭和21年7月26日 公⽂類聚 類03017100

4
農地調整法の一部を改正する法律・御署名原本・昭和⼆⼗一年・
法律第四⼆号

昭和21年 御署名原本 御29512100

5 農林省官制及び農林部内臨時職員等設置制の一部を改正する 昭和21年11月6日 公⽂類聚 類02982100
6 農地改革山口武秀 昭和24年4月8日 公⽂類聚 類03316100
7 自作農の創設に関する政令 昭和25年9月11日 公⽂類聚 類03505100
8 農地改革 昭和22年 農林水産省 広報資料 平１９農水90017100
9 農地改革は農⺠の手で ― 農林水産省 広報資料 平１９農水90033100
10 農地法 昭和27年7月15日 公⽂類聚 類03734100

17 教育基本法
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号

1 時局の急転に伴う学校教育に関する件  昭和20年9月12日
⽂部科学省総合教育政策局関

 係⽂書
平２８⽂科00205100

2
日本教育制度に対する管理政策（昭和20年10月22日連合国最高司
令部より終戦連絡中央事務局経由日本帝国政府に対する覚書）

昭和20年10月22日
⽂部省大臣官房総務課記録班
分類⽂書

昭５９⽂部00091100

3 連合国軍最高司令官に提出されたる米国教育使節団報告書 昭和21年3月30日 諸雑公⽂書 昭５７総00130100
4 教育刷新委員会官制を定める 昭和21年8月10日 公⽂類聚 類02967100
5 教育刷新委員会・総会速記録（第１〜２回）・（昭２１．９） 昭和21年9月 ⽂部省審議会関係⽂書 平２⽂部01297100

6 教育刷新委員会第1回建議事項 昭和21年12月27日
⽂部省大臣官房総務課記録班
分類⽂書

昭５９⽂部00091100

7 教育基本法案帝国議会へ提出の件  昭和22年3月12日  枢密院関係⽂書 枢Ｄ00981100
8 学校教育法 昭和22年3月31日 公⽂類聚 類03070100

9 教育基本法の趣旨徹底の件  昭和22年5月1日
⽂部省大臣官房総務課法令

 関係⽂書
平１５⽂科00280100

10 教育勅語等排除に関する決議 昭和23年6月19日 公⽂類聚 類03167100
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11 教育委員会法 昭和23年7月15日 公文類聚 類03287100
12 社会教育法 昭和24年6月10日 公文類聚 類03400100

18 ユネスコ加盟
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号

1
参議院議員吉川末次郎提出片山首相の平和主義見解の欠陥及ユネ
スコに関する質問に対する答弁書

昭和22年9月23日 公文類聚 類03092100

2 中央ユネスコ協力準備委員会について  ―

審議会関係文書（文部省）・
教育刷新審議会配布資料等・
３／３・（昭２１．３〜昭２
４．７）

平２文部01356100

3 文部省設置法 昭和24年5月31日 公文類聚 類03336100
4 ユネスコ運動に関する決議 昭和24年11月29日 公文類聚 類03315100

5 １９５１年度ユネスコ対日活動に関する決議（英文付） 昭和25年6月16日

審議会関係文書（文部省）・
教育刷新審議会配布資料等・
５／５・（昭２１．８〜昭２
７．６）

平２文部01376100

6 国際連合教育科学文化機関に対するわが国の分担金額に関する件 昭和26年6月5日 公文類聚 類03626100

7
前田多門外４名ユネスコ第６回総会に日本オブザーヴァーとして
任命の件

昭和26年6月5日
第五類 任免裁可書・任免・
巻１８・閣議了解人事・昭和
２６年

平１総00207100

8
国際連合教育科学文化機関憲章・御署名原本・昭和二十六年・条
約第四号

昭和26年10月6日 御署名原本 御33791100

9 ユネスコ国内委員会設置準備会について 昭和26年11月2日 公文類聚 類03609100

10
ユネスコ活動に関する法律・御署名原本・昭和二十七年・法律第
二〇七号

昭和27年6月21日 御署名原本 御34002100

19 サンフランシスコ平和条約
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号

1
戦後財政史資料（英文） スートランド文書 マッカーサー・ホ
イットニー・吉田茂往復書簡 １９４６年−１９５０年 ４４

昭和21年〜昭和25年  『終戦から講和』編纂資料 平２６財務00978100

2
日本国との平和条約の草案・講和・賠償・通商・安保条約① 昭
和２６年

昭和26年 経済産業省 大臣官房関係 平２４経産00341100

3 対日平和条約において問題となる事項  昭和26年
内閣法制局 法令案審議録関

 係
平１４法制01096100

4  講和条約草案について希望、質疑(私見)  ―  戦争犯罪裁判関係資料 平１１法務06265100

5  日本国との平和条約の草案について  昭和26年8月2日
文部省大臣官房総務課記録班

 分類文書
平１文部01389100

6  平和条約の締結について国会の承認を求めるの件  昭和26年11月18日  公文類聚 類03629100
7  平和条約答弁資料 昭和25年〜昭和26年  佐藤達夫関係文書 寄贈00110100

8  平和条約発効並びに日本国憲法施行五周年記念式典挙行について  昭和27年4月25日  公文類聚 類03638100

9
日本国とインドとの間の平和条約及び関係文書・御署名原本・昭

 和二十七年・条約第一二号
 昭和27年8月26日  御署名原本 御34674100

10  那覇市における講和条約発効記念日の状況について 昭和28年6月2日
文部科学省 大臣官房国際課
関係

平２８文科00145100

20 国⺠所得倍増計画
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号

1 ⻑期経済計画の作成について（経済企画庁） 昭和34年8月6日
内閣総務官室関係 閣議・事
務次官等会議資料

平１４内閣01269100

2 技術革新に伴う企業の人的構成の変化に関する実態調査の必要性 昭和35年9月10日
経済産業研究所 発足資料
（３）

平２３経研04218100

3 教育と職業訓練制度の充実1 昭和35年3月24日〜7月28日
経済企画庁関係 昭和３０年
代の経済計画資料

平１６内府00149100

4 工業の高度化 昭和35年5月16日〜8月16日
経済企画庁関係 昭和３０年
代の経済計画資料

平１６内府00190100

5 政府声明 昭和35年10月24日 内閣公文 平１１総01741100
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6 経済計画資料 第１３号 国⺠所得倍増計画資料 昭和36年8月
内閣府 政策統括官（経済社
会システム担当）関係

平２２内府02067100

7 国⺠所得倍増計画に対する批判 昭和３７年５月 昭和37年5月
内閣府 政策統括官（経済社
会システム担当）関係

平２２内府02051100

8 全国総合開発計画について 昭和37年10月5日 総理府公文 平１１総03870100
9 倍増計画アフターケアー 昭和38年 経済産業研究所 平２３経研04259100

10 中期経済計画原議
昭和39年1月21日〜昭和40
年1月26日

内閣府 政策統括官（経済社
会システム担当）関係

平２２内府02205100

21 東京オリンピックに向けて
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号
1 東京オリンピック準備対策推進に関する決議 昭和35年4月27日 内閣公文 平１１総01605100

2 財団法人オリンピック東京大会組織委員会設立について 昭和36年7月18日
文部省大臣官房総務課記録班
分類文書

平９文部01547100

3 オリンピック東京大会入場料金決定について 昭和38年4月22日
文部科学省 オリンピック大
会・昭和３８年度（１）

平１５文科00119100

4 「オリンピック東京大会準備状況」（月報）について 昭和38年2月1日
文部科学省 オリンピック大
会・昭和３７年度（３）

平１５文科00116100

5
オリンピック東京大会組織委員会第10回医事衛生特別委員会議事
について（昭和38年）

昭和55年7月1日 防衛庁史資料 平１７防衛01483100

6
オリンピック東京大会記念のための千円の臨時補助貨幣の形式等
に関する政令・御署名原本・昭和三十九年・第八巻・政令第一八
〇号

昭和39年6月9日 御署名原本 御41746100

7
「オリンピック東京大会を支援する自衛官及び防衛大学校学生の
服装の臨時特例に関する訓令」の制定について

昭和39年9月14日 防衛庁史資料 平１７防衛01482100

8 国際身体障害者スポーツ大会 昭和39年10月22日 内閣人事公文 平３総00964100

9
オリンピック東京大会記録映画上映にともなう児童生徒等の団体
観覧について

昭和40年3月1日
文部省 オリンピック大会・
昭和３９年度（３）

平１５文科00129100

10
財団法人オリンピック東京大会組織委員会の解散および解散に伴
う残余財産の処分について

昭和40年7月2日
文部省大臣官房総務課記録班
分類文書

平９文部01548100

22 沖縄返還
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号
1 沖縄及び小笠原諸島における施政権回復に関する決議 昭和31年6月8日 内閣公文 平１１総01605100

2 沖縄問題懇談会議事録 全１冊 −
内閣法制局 法令案審議録関
係

平２１法制00170100

3 〔単独答弁メモ〕 昭和44年2月3日 楠田實旧蔵文書 寄贈03964100

4 佐藤榮作日記２３
昭和44年9月1日〜昭和44年
12月31日

佐藤榮作関係文書 寄贈02093100

5 本土・沖縄一体化のための特別措置について 昭和45年2月18日
文部科学省 大臣官房総務課
関係

平１８文科00225100

6 沖縄復帰対策要綱（第一次分）案 昭和45年11月20日 内閣公文 平１１総01748100

7
琉球諸島及び大東諸島に関する日本国とアメリカ合衆国との間の
協定の締結について国会の承認を求めるの件に関する閣議請議の
件

昭和46年10月11日 内閣法制局 ⻑官総務室関係 平２０法制00387100

8 沖縄復帰記念式典の開催準備について 昭和47年1月21日 内閣公文 平１１総01793100

9 沖縄の復帰に伴う琉球政府の権利義務の承継等に関する政令案 昭和47年4月27日
内閣法制局 法令案審議録関
係

平２１法制00079100

10 式辞 昭和47年5月15日 楠田實旧蔵文書 寄贈03912100

23 国鉄⺠営化
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号

1
第４部会資料 〔三公社 日本国有鉄道（総括的ヒアリング・⻑
期債務・新規採用・関連事業等）〕 Ｎｏ．１９

昭和56年〜昭和57年
総務省 第二次臨時行政調査
会関係

平２３総務02634100

2 日本国有鉄道再建監理委員会令案 昭和58年6月2日
内閣法制局 法令案審議録関
係

平２５法制00034100

3
日本国有鉄道再建監理委員会関係・鉄道事業の範囲のあり方・
（昭５８）

昭和58年
日本国有鉄道再建監理委員会
文書

昭６１運輸00147100

4
日本国有鉄道再建監理委員会関係・分割に関連する主要問題点の
整理・（昭５９）

昭和59年
日本国有鉄道再建監理委員会
文書

昭６１運輸00184100

5 臨調答申推進状況 昭和59年4月 環境省 大臣官房関係 平２５環境00002100
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6
日本国有鉄道再建監理委員会関係・（３）株式会社設立の⼿続、
⼿順・（４）訴訟の承継・（昭５９）

昭和59年
日本国有鉄道再建監理委員会
文書

昭６１運輸00374100

7
日本国有鉄道再建監理委員会関係・議事メモ（６０．１１．１２
〜６１．１０．３０）

ー
日本国有鉄道再建監理委員会
文書

昭６１運輸00058100

8 国有地有効活用問題分科会第１〜１０回
昭和60年3月29日〜昭和60
年7月3日

総務省 第一次臨時行政改革
推進審議会関係

平１８総務00054100

9

「公共企業体等労働関係法第１６条第２項の規定に基づき、国会
の議決を求めるの件（鉄道労働組合、国鉄労働組合、国鉄動力車
労働組合、全国鉄施設労働組合、全国鉄動力車労働組合連合会、
国鉄千葉動力車労働組合関係）の閣議請議について

昭和61年7月17日
財務省 仲裁裁定関係決裁
昭和６１年度

平２８財務00053100

10 国鉄改革に関する世論調査 昭和61年7月
内閣府 大臣官房政府広報室
関係

平１６内府00658100

24 平成の書
№ 資料名 年月日 資料群名 請求番号
1 元号問題に関する懇談会議事メモ 昭和51年7月7日 内閣府 大臣官房総務課関係 平２６内府00068100

2
法律案審議録（元号法案 その１） 昭和５４年第８７回国会
総理本府関係 １

昭和54年2月1日
内閣法制局 法令案審議録関
係

平２１法制00253100

3
法律案審議録（元号法案 その２） 昭和５４年第８７回国会
総理本府関係 ２

昭和54年2月1日
内閣法制局 法令案審議録関
係

平２１法制00254100

4 元号法 昭和54年6月12日 内閣公文 平１１総01509100

5 元号選定⼿続について（報告）（総理府−本府） 昭和54年10月23日
内閣官房 閣議・事務次官等
会議資料

平２０内閣00081100

6 総務庁の設置に伴う元号選定⼿続の変更について 昭和59年6月27日 内閣官房 内閣副⻑官補関係 平２９内閣00137100
7 元号改定関係 昭和６４年 平成1年 総務省 統計局関係 平２１総務00230100
8 元号を改める政令・御署名原本・昭和六十四年・政令第一号 昭和64年1月7日 御署名原本 令１内閣50102100
9 歴代総理大臣特別資料 写真 ０２０ 大喪の礼 平成1年 内閣官房 広報資料 平２１内閣90030100

10
元号を改める政令の施行に伴う農住組合法施行規則の一部を改正
する命令の制定について

平成1年3月17日
農商務省農林行政関係〜農林
水産省文書

平９農水00011100
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